
福 祉 保 健 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1福 祉保健改革の推進等

(1)福 祉保健区市町村包括補助事業

地域の実情に応じ、各分野のサービスの充

実を主体的に行 う区市町村を支援する。

実施主体 区市町村

対象事業 先駆的事業

選択事業
一般事業

3つ のCの 推進

ア 医療保健政策区市町村包括補助事業

イ 地域福祉推進区市町村包括補助事業

ウ 高齢社会対策区市町村包括補助事業

工 子供家庭支援区市町村包括補助事業

オ 障害者施策推進区市町村包括補助事業

(2)子 供が輝 く東京 ・応援事業

社会全体で子育てを支えるため、都の出え

ん及び都民や企業の寄付による基金を活用

し、結婚、子育て、学び、就労までのライ

フステージに応じた取組を行 う事業者を支

援する。

百 万円

30,375

2,500

3,766

5,180

5,694

13,235

27

百 万 円

29,675

2,500

3,666

4,780

5,494

13,235

28

百万円

700

0

100

400

200

0

△1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)肝 硬変治療薬開発の推進

治療薬候補である低分子化合物PRI-7

24を ヒト肝細胞モデルマウス等に投与し

肝臓の機能が回復するメカニズムを解明す

る基礎研究を推進する。

(4)人 工神経接続装置開発の推進

脊髄損傷患者や脳梗塞患者の身体機能の回

復を目指し、独自に開発 した 「人工神経接

続」を用いて、疾患病態に合わせた神経接

続方法と刺激方法を新規に開発するための

臨床研究を推進する。

(5)新 型コロナ ウイルス等予防ワクチン開発研究

の推進

新型コロナウイルスを含め、新たなコロナ

ウイルスに対応可能なワクチン開発研究を

推進する。

百 万円

120

60

100

百 万 円

120

60

100

百万円

0

0

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)社 会福祉法人の指導検査等

ア 福祉サービス第三者評価システム

サービス提供事業者の質の向上を図り、

福祉サービスの利用者が安心してサービ

スを選択できるための仕組みづくりとし

て、第三者機関によるサービス評価を実

施する。

イ デジタル技術を活用した社会福祉施設等に

対する指導検査の推進

指導検査に係る事業者及び行政双方の事

務負担の軽減、利便性の向上を図るため

対面 ・書面による業務プロセスの効率化

に向けて効果的なデジタル技術の活用に

必要な環境の整備を推進する。

(7)社 会福祉施設 ・医療施設等耐震化促進事業

耐震診断 ・改修等が必要な施設へ訪問し、

施設の状況に応じた相談や提案、ア ドバイ

ザーの派遣等を実施することにより、耐震

化の促進を図る。

(8)耐 震化の推進(再 掲)

民間社会福祉施設の耐震化を促進 し、震災

時の施設入所者等の安全を確保するため、

耐震診断 ・耐震改修工事等に必要な経費を

補助する。

補助率 耐震診断4/5

耐震改修工事等

Is値0.3未 満7/8

0.3～0.713/16

百 万円

54

102

7

21

百 万 円

56

29

12

32

百万円

△2

73

△5

△11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

2高 齢社会対策の推進

(1)介 護保険制度の運営

ア 介護保険給付費負担金等

介護保険法に定められた保険給付に要す

る費用の都負担分

負担割合 ① ②以外のもの

保険料50%

国25%都12.5%区 市

町村12.5%

② 介護保険施設及び特定

施設入居者生活介護に

係るもの

保険料50%

国20%都17.5%区 市

町村12.5%

イ 地域支援事業交付金

介護保険法に定められた地域支援事業に

要する費用の都負担分

百 万円

163,636

155,005

8,550

百 万 円

154,234

145,810

8,349

百 万 円

9,402

9,195

201
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 低所得者特別対策事業

介護保険の導入に伴 う負担の激変緩和や

負担の均衡などを図るため、低所得者に

対し、利用者負担を軽減する。

(ア)障 害者ホームヘルプサービス利用者に

対する負担軽減措置

(イ)離 島等における特別地域加算に係る利

用者負担軽減措置

(ウ)社 会福祉法人等による生計困難者に対

する利用者負担軽減措置

社会福祉法人等による利用者負担軽

減措置(国 制度)

対象者20,898人

介護保険サー ビス提供事業者 による

利用者負担軽減措置(都 制度)

対象者520人

百万円

81

1

規 模

(12人)

1

規 模

(25人)

79

百万円

75

1

(12人)

1

(26人)

73

百万円

6

0

(0人)

0

(△1人)

6
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)地 域包括ケア体制の推進

ア 地域包括支援センター職員研修等事業

地域包括支援センターの職員に対して研

修等を実施し、センターの運営に係る能

力向上を図る。

イ 自立支援 ・介護予防に向けた地域ケア会議

推進事業

地域づくり・資源開発、政策形成につな

がりやすい地域ケア会議の実現のため、

講師養成研修を実施し、地域や組織の実

情にあった独自の研修を行えるよう支援

する。

ウ 暮らしの場における看取 り支援事業

住み慣れた暮らしの場における看取りを

支援するため、介護従事者の対応力向上

を図るとともに、看取 りを実施する小規

模事業者へ運営費を補助する。

工 日比経済連携協定等に基づく外国人看護師

・介護福祉士受入れ支援事業

〔病院会計に計上されている事業を含む。〕

フィリピン ・インドネシア ・ベ トナムと

の経済連携協定(EPA)等 に基づき来

日する看護師 ・介護福祉士の資格取得候

補者に対し、日本語教育や国家試験対策

講座等を実施する等の受入支援を行う。

百万円

252

10

規 模

(732人)

16

規 模

(157人)

18

165

百万円

274

10

(900人)

16

(157人)

20

168

百万円

△22

0

(△168人)

0

(0人)

△2

△3
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 外国人技能実習制度に基づく外国人介護実

習生の受入れ支援事業

介護職種の外国人技能実習生を受け入れ

る民間高齢者福祉施設に対 し、実習生へ

の技能移転及び日本語学習に要する経費

の一部を補助する。

補助率1/2

力 外国人介護従事者受入れ環境整備事業

介護事業者が外国人介護従事者を円滑に

受け入れられるよう、経営者等向けセミ

ナーや指導担当者向けの研修を実施する

とともに、外国人留学生を雇用し奨学金

を給付する事業者に対し、必要な経費の
一部を補助する。

(3)認 知症高齢者に対す る支援

ア 認知症施策推進事業

認知症に対する中長期的な施策を立案す

るため 「認知症施策推進会議」を運営す

るとともに、都民への普及啓発を図る。

イ 高齢者権利擁護推進事業

高齢者虐待の予防及び早期発見等の迅速

かつ適切な体制を確保するため、区市町

村や介護保険事業者等における人材育成

及び指導体制の強化を図る。

百 万円

8

35

1,702

9

64

百 万 円

17

43

1,763

13

59

百万円

△9

△8

△61

△4

5
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 認知症疾患医療セ ンター運営事業

認知症疾患医療センターを設置し、地域

における医療 ・福祉相互の具体的連携体

制を構築することにより、認知症疾患の

保健医療水準の向上を図る。

負担割合 国1/2、都1/2

事業概要 認知症に係 る専門医療

認知症アウトリーチチーム

の設置

専門人材の育成

認知症の人とその家族等へ

の支援の充実

地域連携推進の充実

工 認知症とともに暮らす地域あんしん事業

認知症の早期診断に向けた認知機能検査

を推進するとともに、認知症の初期から

中 ・重度となっても認知症高齢者が地域

で安心して暮らすことができるよう、段

階に応じて適切な支援体制を構築する。

オ 認知症支援推進センター運営事業

認知症の人を地域で支える医療 ・介護従

事者の認知症対応力向上を図るため、地

方独立行政法人東京都健康長寿医療セン

ターに人材育成拠点を設置 し、多様な研

修会を開催するとともに、認知症疾患医

療センターが実施する地域における研修

等に対する支援を行 う。

百万円

759

規模

(地域拠点型

12か 所)

(地域連携 型

40か 所)

513

71

百万円

759

(地域拠点型

12か 所)

(地域連携 型

40か 所)

576

69

百万円

0

(地域拠点型

0か 所)

(地域連携型

0か 所)

△63

2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

カ　 AIとIoTに より認知症高齢者問題 を多

面的に解決する東京アプローチの確立

AIとIoTを 用いて認知症の発生 ・進

行プロセスを解明し、認知機能障害への

支援やBPSD防 止支援策を導くことで

認知症高齢者のQOLの 向上や家族 ・介

護者の負担軽減を図る。

キ 若年性認知症総合支援センター運営事業

若年性認知症の人と家族のためのワンス

トップ相談窓口の設置や、地域包括支援

センター等への支援を行 うことにより、

相談体制を強化し、若年性認知症の人と

家族が抱える特有の問題解決を図る。

ク 若年性認知症支援事業

企業及び事業者向け説明会を開催 し、若

年性認知症の人の居場所づくりや社会参

等を促進することにより、地域における

支援体制の充実を図る。

(4)介 護予防の総合的な取組

ア 新 しい 日常における介護予防 ・フレイル予

防活動支援事業

感染症対策を講じて集合方式で行 う通い

の場等の活動や、オンラインツールを活

用して行 う介護予防 ・フレイル予防活動

に取り組む区市町村を支援する。

百万円

230

53

規 模

(2か 所)

3

803

416

百万円

230

53

(2か 所)

4

815

404

百万円

0

0

(0か 所)

△1

△12

12
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 短期集中予防サービス強化支援事業

短期集中予防サービスに先駆的に取り組

む区市町村に対し、定期的な訪問や助言

等一定期間支援し、要支援者等のセルフ

ケア能力の向上や社会参加の促進を図る

ウ 介護予防 ・フレイル予防支援強化事業

住民主体の介護予防 ・フレイル予防活動

を推進する区市町村を支援することによ

り、地域における介護予防活動の拡充 ・

機能強化を図る。

(ア)介 護予防 ・フレイル予防推進支援セン

ター設置事業

区市町村の介護予防 ・フレイル予防

の取組に対する総合的 ・継続的支援

を行 うセンターを設置する。

(イ)介 護予防 ・フレイル予防推進員配置事

業

保健事業と連携を図りながら、住民

主体の地域づくりにつながる介護予

防 ・フレイル予防活動を推進する職

員を配置する区市町村を支援する。

(5)社 会参加の促進

ア シルバーパスの交付

対象者70歳 以上の希望者(寝 たきり

等の状態の者を除く。)

百 万円

29

358

114

244

20,493

19,989

規 模

(1,132,831枚)

百 万円

33

378

123

255

20,207

19,710

(1,126,472枚)

百万円

△4

△20

△9

△11

286

279

(6,359枚)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 老人クラブ助成事業

地域の高齢者が自主的にクラブを組織 し

社会奉仕活動や生きがいを高めるための

各種活動を行 うクラブ活動への助成等を

実施する。

ウ 人生100年 時代セカン ドライフ応援事業

人生100年 時代において、高齢者の誰 も

が地域ではつらつと活躍できる社会を実

現するため、高齢者の生きがいづくりや

自己実現の機会を提供する区市町村の取

組を支援する。

生きがい活動等の促進

地域サロンの設置

(新)

工 人生100年 時代社会参加マ ッチング事業

シニア ・プレシニアの継続的な社会参加

を促進するため、委員会を設置し、効果

的なきっかけづくり・マッチング等に向

けた施策を立案するとともに、区市町村

の取組を支援する。

(6)高 齢者施策に係る新型 コロナウイルス感染症

対策

ア 高齢者施設での新型コロナ発生時の応援職

員派遣事業

高齢者施設において新型コロナウイルス

感染症の感染者等の発生により職員が不

足し区市町村内で応援職員の確保が困難

な場合に、都及び協力団体が広域的な応

援派遣調整を行 う体制を確保する。

百 万円

95

規 模

(3,279ク ラ ブ)

359

50

1,074

9

百 万 円

97

(3,343ク ラ ブ)

400

0

1,259

9

百万円

△2

(△64ク ラブ)

△41

50

△185

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 在宅要介護者の受入体制整備事業

介護者が新型コロナウイルスに感染した

際に、要介護者が緊急一時的に利用でき

る宿泊施設等に支援員等を配置するなど

受入体制を整備する区市町村を支援する

ウ 介護サービス事業所等のサービス提供体制

確保事業

介護サービス事業所等が新型コロナウイ

ルス感染症の影響を最小限に抑えて必要

な介護サービスを継続して提供できるよ

う、通常時には発生しないかかり増し経

費等の支援を行 う。

(7)施 設の整備 ・運営等

ア 健康長寿医療センター

(ア)健 康長寿医療セ ンターへの支援

地方独立行政法人東京都健康長寿医

療センターに対し、安定的かつ自律

的運営が行えるよう支援する。

百 万円

185

880

32,575

5,964

5,075

百 万 円

380

870

37,823

5,622

5,112

百万円

△195

10

△5,248

342

△37
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(イ)　AI等 を活用 した認知症研究事業

地方独立行政法人東京都健康長寿医

療センターの有する臨床 ・研究に係

るビッグデータの活用等により、認

知症予防に資する研究を推進する。

TOKYO健 康長寿データベース

の構築

AI診 断システム等の構築

認知症 リスクチャー トの作成

(新)

(ウ)高 齢者の健康づ くりに資するスマー ト

ウォッチ等デジタル機器活用事業

地方独立行政法人東京都健康長寿医

療センターの知見等を活用し、高齢

者のバイタルや身体活動量を計測で

きるスマー トウォッチ等も用いなが

ら、在宅中も健康状態の把握や病気

の予兆を察知できるアプリの開発等

に繋げるとともに、高齢者の行動変

容を促し、健康増進を図る。

百万円

484

405

百万円

510

0

百万円

△26

405
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 特別養護老人ホーム

(ア)整 備費補助事業

補助単価1床 当た り

5.0百 万円

(ユニッ ト型個室)

4.5百 万円

(従来型個室)

4.1百 万円

(従来型多床室)

建築価格高騰へ対応する

ための加算

認知症高齢者グループホ
ーム併設加算

定期巡回 ・随時対応型訪

問介護看護併設加算

夜間対応型訪問介護併設

加算

認知症対応型デイ併設加

算

小規模多機能型居宅介護

併設加算

看護小規模多機能型居宅

介護併設加算

訪問看護併設加算

大規模改修経費

共生型改修 等

(整備率の低い地域に加算あ り)

補助対象 ①社会福祉法人又は区市

町村が整備する場合の

整備費

②社会福祉法人等への貸

付を目的として、法人

及び個人が整備する場

合の整備費

(オーナー補助)

百万円

12,230

8,568

規 模

(2,783人)

百 万円

14,565

10,735

(2,603人)

百万円

△2,335

△2,167

(180人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(イ)広 域的に利用す る特別養護老人ホーム

の整備に伴 う地域福祉推進交付金

都全体での特別養護老人ホームの必

要定員数の確保に向け、区市町村が

地域のニーズを超えた整備に同意す

る場合に、地域福祉を推進するため

の資金を交付する。

補助単価 計画に定める必要入所

定員総数を超えた定員

1人 当た り2,500千 円

対象経費 区市町村が地域の実情

に応じて地域の福祉を

推進するために設置す

る基金の造成のための

経費

(ウ)介 護保険施設等の整備に係 る用地確保

支援事業

介護保険施設等の整備促進を図るた

め、地域の実情に応 じて区市町村が

行 う整備用地の掘 り起しや土地オー

ナーと整備法人とのマッチング等の

取組を支援する。

補助率2/3

基準額561万 円等

百万円

63

規模

(25人)

43

規模

(5区 市町村)

百万円

63

(25人)

49

(5区 市 町村)

百万円

O

(0人)

△6

(0区 市町村)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(エ)区 市町村所有地の活用等による介護基

盤の整備促進事業

区市町村が所有する未利用の公有地

を社会福祉法人等に貸 し付ける際や

改築 ・大規模改修中の広域的施設の

利用者を受け入れる施設を整備する

際に区市町村の整備費補助を支援す

ることで、都市部における介護基盤

の整備を促進する。

(オ)経 営支援事業

特別養護老人ホームが、介護保険制

度に円滑に対応できるよう、支援を

行 う。

百万円

134

規 模

(3区 市 町村)

3,422

規 模

(474施 設)

百万円

296

(6区 市 町村)

3,422

(467施 設)

百万円

△162

(△3区 市町村)

0

(7施 設)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 介護老人保健施設

(ア)整 備費補助事業

補助単価1床 当た り

5.0百 万円

(ユニッ ト型個室)

4.5百 万円

(従来型個室)

4.1百 万円

(従来型多床室)

建築価格高騰へ対応する

ための加算

認知症高齢者グループホ
ーム併設加算

定期巡回 ・随時対応型訪

問介護看護併設加算

夜間対応型訪問介護併設

加算

認知症対応型デイ併設加

算

小規模多機能型居宅介護

併設加算

訪問看護併設加算

大規模改修経費 等

(整備率の低い地域に加算あ り)

(イ)利 子補給

独立行政法人福祉医療機構の融資に

係る利子補給を行い、介護老人保健

施設の建設を促進する。

対 象 建設資金及び土地取

得資金

期 間30年 間(限 度)

百万円

1,000

719

規 模

(100人)

281

規 模

(115施 設)

百 万円

1,383

1,061

(254人)

322

(120施 設)

百万円

△383

△342

(△154人)

△41

(△5施 設)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

工 認知症高齢者グループホーム整備促進事業

認知症高齢者に対する専門的なケアを提

供するグループホームの整備を推進する

実施主体 区市町村

補 助 率10/10

補助単価 創設型整備

重点整備地域

1ユ ニッ ト当た り

30百 万円

それ以外の地域

1ユ ニッ ト当た り

20百 万円

改修型整備

重点整備地域

1ユ ニッ ト当た り

22.5百 万円

それ以外の地域

1ユ ニッ ト当た り

15百万円

建築価格高騰へ対応するた

めの加算

認知症対応型デイ併設加算

小規模多機能型居宅介護併

設加算

看護小規模多機能型居宅介

護併設加算

区市町村支援事業 等

整備主体 区市町村、社会福祉法人、

医療法人、NPO法 人、民

間企業、土地 ・建物所有者

百 万円

1,939

規 模

(90ユ ニ ッ ト)

百 万円

1,101

(61ユ ニ ッ ト)

百 万円

838

(29ユ ニ ッ ト)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 地域密着型サー ビス等整備推進 事業

地域密着型 サー ビスの整備促進 を図 るた

め、 区市 町村 が行 うサー ビス拠 点等の整

備 に要す る経費 の一部 を補助 す る。

実施主体 区市 町村

補 助 率 基本部分10/10

加算部分3/4

補助単価

基本単価

地域密着型 サー ビス等の整備

1施 設又 は1床 当た り

1.2百 万 円～56百 万 円

(合築等 に よる加算 あ り)

加算単価

地域密着型特別養護 老人ホーム

1施 設 当た り

4.5百 万 円～64.7百 万 円

地域密着型特別養護 老人ホ ーム併

設 シ ョー トステイ

1人 当た り

4.3百 万 円

小規模 多機能型居 宅介護 及び看護

小規模 多機能型居 宅介護

1施 設 当た り

0.8百 万 円～32.0百 万 円

建築価格 高騰へ対応 す るた めの

めの加算

(整備 率の低 い地域 に加 算 あ り)

百万円

1,608

規 模

(93件)

百万円

1,673

(95件)

百万円

△65

(△2件)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

力 定期借地権の一時金に対す る補助

土地の取得が困難な状況に対応 し、特別

養護老人ホーム等の建設のため定期借地

契約等を締結し、一時金(地 代前払い)

を支払 う場合に補助を行 う。

補 助 率 広域型サービス

路線価の1/2(特 別養護

老人ホーム、介護老人保

健施設にっいては、地価

や整備率に応 じ最大3/4

)又 は10億 円を上限とし

補助率10/10

地域密着型サービス

路線価の1/2又 は10億 円

を上限とし補助率1/2

補助対象 特別養護老人ホーム、介護

老人保健施設、認知症高齢

者グループホーム、小規模

多機能型居宅介護 等

キ 借地を活用した特別養護 老人ホーム等設置

支援事業

特別養護老人ホーム等を整備する事業者

に対し、初期費用軽減のため、借地料の
一部を5年 間補助す る。

補 助 率1/2

補助対象 特別養護老人ホーム、介護

老人保健施設

百万円

3,867

規 模

(15か 所)

246

規 模

(43か 所)

百万円

4,564

(14か 所)

259

(41か 所)

百万円

△697

(1か 所)

△13

(2か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ク ケア付きすまい(賃 貸住宅)

〔鰺 策本部に計上さ極 る事業を〕

(ア)サ ー ビス付き高齢者向け住宅供給助成

(再掲)

有資格者等が常駐 し、サービスを提

供する住宅の整備費等を補助

(イ)サ ー ビス付き高齢者向け住宅整備事業

(医療 ・介護連携強化加算)

住宅政策本部のサービス付 き高齢者

向け住宅供給助成の加算分として、

医療 ・介護連携を強化する生活支援

サービススペース整備や医療 ・介護

事業所の整備にかかる経費を補助

(ウ)高 齢者向け優良賃貸住宅供給助成

(再掲)

安否確認、緊急時通報サービスを提

供する住宅の家賃減額費等を補助

百 万円

1,508

1,335

49

124

百 万 円

1,151

956

74

121

百万円

357

379

△25

3
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ケ 都市型軽費老人 ホー ム

(ア)運 営費補助事業

都市型軽費老人 ホームに対 して、入

居者 の 自己負担 の軽減 分 を補 助す る

こ とに よ り、低所得者 の利 用促進 を

図る。

(イ)整 備費補助事業

都市型軽費老人 ホームを整備 す る社

会福祉法人等 に対 し、その整備 に要

す る費用 の一部 を補助す る。

補助 単価1人 当た り

2.8～5.0百 万 円

建築価格 高騰 へ対応 す

るための加 算

百万円

3,062

2,608

規 模

(92か 所)

454

規 模

(11か 所)

百万円

3,184

2,563

(90か 所)

621

(14か 所)

百万円

△122

45

(2か 所)

△167

(△3か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

コ 介護医療院

今後増加が見込まれる慢性期の医療 ・介

護ニーズに対応するため、介護療養型医

療施設から介護医療院への転換を行う法

人等を支援し、転換整備を促進する。

補助単価1床 当た り

2.2百 万円

(創設)

2.8百 万円

(改築)

1.1百万円

(改修)

サ 高齢者施設等のBCP策 定支援事業

大規模災害時に高齢者施設等が事業を継

続し、入居者の安全を確保するため、B

CPの 策定及び策定後の運用管理を支援

する。

シ 高齢者施設等の防災 ・減災対策推進事業

大規模停電時に入居者等の安全を確保で

きるよう非常用自家発電設備の整備等を

行 う社会福祉法人等に対 し、経費を補助

する。

補助率3/4

ス 高齢者施設等の感染症対策設備整備推進事

業

高齢者施設等の感染症対策を推進するた

め、簡易陰圧装置の設置等を行 う社会福

祉法人等に対し、経費を補助する。

補助率10/10

百万円

77

規 模

(60人)

49

323

702

百 万円

374

(433人)

47

501

3,399

百万円

△297

(△373人)

2

△178

△2,697
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

3少 子社会対策の推進

(1)保 育士等キャリアアップ補助等

ア 保育上等キャリアアップ補助

保育サービス事業者における、保育人材

のキャリアアップを支援 し人材の確保、

定着及び離職防止を図るとともに、保育

サービスの質の向上を図る。

イ 保育サービス推進事業

保育所等の特性と創意工夫による自主的

かつ柔軟な施設運営を支援 し、都民の多

様な保育ニーズに対応した福祉サービス

の確保と、利用者の福祉の向上を図る。

(2)保 育上等キャ リアアップ研修支援事業

保育所等におけるリーダー的職員の職務内

容に応じた専門性の向上を図るための保育

士等キャリアアップ研修を実施する指定研

修実施機関を支援する。

(3)保 育人材確保事業

保育士有資格者の再就職等を支援するため

東京労働局と連携する等により、就職支援

研修及び就職相談会を実施するとともに、

コーディネーターを配置 し、就職相談から

定着までの支援を強化する。また、保育の

仕事に興味のある高校生を対象とした、職

場体験及び養成施設への入学者確保イベン

トを実施する。

百 万円

45,738

30,898

14,840

780

134

百 万 円

44,995

30,249

14,746

427

134

百 万 円

743

649

94

353

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)保 育従事職員宿舎借 り上 げ支援 事業

保育従事職員 の宿舎借 り上げ支援 を行 う区

市町村 に対 して、その経費 の一部 を補助 す

る。

実施主体 区市 町村

補助基準額1戸 当た り.月82,000円

負担割合 ①認 可保 育所 、認 定 こ ども

園、認 可化 を 目指す認 可外

施設 の常勤保 育士

国1/2、 都1/4、 区市町村

1/8、 事業者1/8

②①以外

都3/4、 区市町村1/8、 事業

者1/8

(5)東 京都保育従事職員等処遇 改善事業(3年 度

補正計上)

認証保育所等 に勤務す る保 育士等の処遇 改

善 を支援す る区市 町村 に対 し、必要な経費

を補助す る。

(6)保 育所等デ ジタル化推進事業

保育士 の業務負担 の軽減 を図 るため、保 育

所等 のデ ジタル化 に必要 な経 費 を補 助す る

負担割合 都1/2、 区市町村1/4、 事業者

1/4

(7)待 機児童解消 区市 町村支援事 業

保育 の実施主体 であ る区市町村 が行 う、地

域 の実情 に応 じた取組 を支援 し、保 育サー

ビス の拡大 を図る。

百万円

12,642

規 模

(33,189人)

317

127

規 模

(79か 所)

11,000

百 万円

10,187

(28,073人)

0

79

(76か 所)

22,000

百 万 円

2,455

(5,116人)

317

48

(3か 所)

△11,000
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)賃 貸物件による保育所の開設準備経費補助事

業

保育所の設置促進を図るため、賃貸物件を

用いた認可保育所の新設に係る開設前の賃

借料に対して、支援を行 う。

負担割合 都1/2、 区市町村1/4、 事業者

1/4

(9)保 育所等賃借料補助事業

賃貸物件を活用した保育所等の開設後の運

営の安定化を支援するため、建物賃借料を

補助することにより、保育所等の設置促進

を図る。

(10)認 証保育所事業

大都市の多様な保育ニーズに対応するため

零歳児保育又は1歳 児保育や13時 間開所の

義務づけなど、都独 自の基準をもつ認証保

育所の設置を促進する。また、学齢児の放

課後の居場所として、認証保育所を活用す

る。

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

補助基準額1人1月

24,670円 ～166,400円

(定員、年齢 ごとに設定)

補 助 率1/2

(11)家 庭的保育事業

保育を要する乳児又は幼児を、都が定める
一定の要件を満たす者が自宅等で保育する

家庭的保育事業の促進を図る。

百万円

1,010

規 模

(63か 所)

12,664

規 模

(988か 所)

3,389

規 模

(A型

118か 所)

(B型

16か 所)

45

規 模

(57人)

百万円

2,113

(131か 所)

10,206

(918か 所)

3,476

(A型

122か 所)

(B型

16か 所)

49

(61人)

百万円

△1,103

(△68か 所)

2,458

(70か 所)

△87

(A型

△4か 所)

(B型

0か 所)

△4

(△4人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(12)定 期利用保育事業

パー トタイ ム労働者等 に対す る保 育サー ビ

ス拡充 のため、都独 自の定期利 用保 育事業

を実施す る。

実施主体 区市 町村

補 助 率1/2

(13)緊 急1歳 児受入事業

認可保育所 の空 き定員 、余裕 スペ ース を有

効 に活用す る ことで、1歳 児 に対す る保 育

サー ビスの拡大 を図 る。

負担割合

①定員変更 あ り

都7/8、 区市町村1/8

②定員変更 な し

都3/4、 区市町村1/4

(14)認 証保育所1歳 児受入促進事 業

認証保育所 にお け る空 き定員 等 を有効 に活

用す るこ とで、1歳 児 に対す る保 育サー ビ

ス の拡大 を図る。

負担割合 都1/2、 区市町村1/2

百万円

623

規 模

(延

218,872人)

128

規 模

(100人)

68

規 模

(245か 所)

百万円

629

(延

218,872人)

205

(97人)

70

(251か 所)

百万円

△6

(延

0人)

△77

(3人)

△2

(△6か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(15)保 育所等利用多子世帯負担軽減事業

児童が2人 以上いる世帯に対 し、私立認可

保育所等に通 う実際の第2子 、第3子 以降

の保育料の利用者負担分にっいて、負担軽

減を行 う区市町村を支援する。

実施主体 区市町村

内 容 実際の第2子 半額

実際の第3子 以降 無償化

負担割合 都10/10

(16)認 可外保育施設利用支援事業

区市町村が実施する認可外保育施設の利用

者負担の軽減に要する経費の一部を補助す

る。また、児童が2人 以上いる世帯に対 し

て、実際の第2了 、第3子 以降の更なる利

用者負担軽減を行 う区市町村を支援する。

実施主体 区市町村

補助基準額(1人 当た り月額上限)

①利用者負担軽減

0～2歳 児(住 民税非課税世帯)

25,000円

0～2歳 児(住 民税課税世帯)

40,000円

3～5歳 児20,000円

負担割合 都1/2、 区市町村1/2

②多子世帯への更なる負担軽減

実際の第2子 実質半額

実際の第3子 以降 実質無償化

負担割合 都10/10

百 万円

8,589

規 模

(20,747人)

3,190

規 模

(18,321人)

百 万円

9,579

(20,822人)

3,732

(19,985人)

百万円

△990

(△75人)

△542

(△1,664人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(17)ベ ビー シ ッター利用支援事業

待機児童 の保護者 、育児休 業を1年 間取得

した保護者及 び突発 的な事情 等に よ り一時

的 に保育 を必要 とす る保護者 が認 可外のベ

ビー シ ッター を利用す る場合 の利 用料の一

部 を補助す る とともに、保 育の質向上 に取

り組む事業者 を支援す る。 また、学齢児 の

長時 間預 か り等 のニーズに対応 す るた め、

「一時預 か り利用支援 」の対象者 に小学生

を追加す る。

待機児童 の保護者 、育児休 業 を1年 間取

得 した保護者へ の補助

補助基準額1時 間当た り2,250円

保育短 時間認 定の者

月160時 間上 限

保育標 準時間認 定の者

月220時 間上 限

夜 間帯保 育を要す る者

.月220時 間上 限

負担割合 ①待機児童

都7/8、 区市 町村1/8

②育児休 業1年 間取得者

都10/10

③夜 間帯保 育 を要す る者

都10/10

早朝 ・夜 間利用 時の補助基 準額 の上乗せ

上乗せ額1時 間当た り400円 又 は

800円
一時預 か り支援

対象児童0歳 児 ～小 学3年 生まで

補助基準額1時 間当た り2,500円

(夜間帯利 用の場合は、

1時 間当た り3,500円)

児童1人 当た り年144時

間上 限(多 胎児 の場合 は

年288時 間上 限)

負担割合 都10/10

百万円

811

規 模

(230人)

(830人)

百万円

806

(420人)

(890人)

百万円

5

(△190人)

(△60人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(18)区 市町村認可居宅訪問型保育促進事業

区市町村認可の居宅訪問型保育に要する区

市町村の負担を軽減する。

(19)保 育所等の質の確保 ・向上のための巡回支援

指導事業

保育所等が質の確保に資する基準を遵守 ・

留意するとともに、保育中の重大事故を防

止するため、基準の遵守状況や睡眠中等の

重大事故が発生しやすい場面等に関する巡

回支援 ・指導を行 う区市町村を支援する。

(20)医 療的ケア児保育支援事業

医療的ケア児が保育所等の利用を希望する

場合に、受入れが可能となるよう、保育所

等の体制を整備し、医療的ケア児の地域生

活支援の向上を図る。

(21)子 供主体の保育普及促進事業

自然環境を活用した保育等の実践に係るセ

ミナーの開催やア ドバイザー派遣等により

保育所等における 「子供主体の保育」の普

及促進を図る。

(22)了 供 ・了育て応援 とうきょう事業

子育て支援に取 り組む様々な分野の機関、

団体、区市町村との連携 ・協力により、社

会全体で子育てを支援する取組を推進 し、

子供と子育て家庭を応援する機運の醸成を

図る。

百万円

143

規 模

(110人)

190

325

規 模

(17か 所)

13

37

百万円

215

(160人)

321

66

(10か 所)

13

56

百万円

△72

(△50人)

△131

259

(7か 所)

0

△19
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(23)チ ャ ッ トポ ッ トに よる子 育て支援 情報の発信

東京 の子育 てに関す る情報 をま とめた 「と

うき ょ う子育 て応援 ブ ック」の内容 をも と

に、子育 て相談 のチャ ッ トポ ッ トを作 り、

保護者 が必要 な情報 を入 手 しや すい環境 を

整備す る。

(新)

(24)「 東京都 こ ども基本条例 」に関す る理解促進

事業

子供や保護者等 に対 し、条例 の内容 を分か

りやす く伝 え、子供 の意 見表 明や地域社 会

等へ の参加促進 、子供 の権利擁護 に関す る

理解促進 を図る。

(新)

(25)ヤ ングケアラー支援事業

ヤ ングケアラー を早期 に発 見 して適 切な支

援 につ なげ られ る よ う、関係機 関の連携 強

化 を図る とともに、ヤ ングケア ラーが抱 え

る悩み を相談 ・共有す るための相 談支援 体

制 を整備す る。 また、ヤ ングケア ラー に対

して家事ヘルパ ー派遣等 を実施 す る。

(26)了 育て推進交付金

地域 の実情 に応 じ、創意 工夫 に よる子育て

支援全般 の充実 が図れ るよ う、市町村 に交

付す る。

百 万円

14

40

79

21,745

百 万 円

O

O

O

21,439

百万円

14

40

79

306
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(27)学 童クラブ事業費補助

保護者が労働等により昼間家庭にいない小

学校就学児童に対して、授業終了後等に小

学校の余裕教室等を活用 して遊び及び生活

の場を与えて、その健全な育成を図る。ま

た医療的ケア児等に対する支援の充実を図

る。

(28)都 型学童クラブ事業

開所時間の延長や職員の配置など、都独 自

の基準を満たす民間学童クラブを支援する

ことにより、都市型の利用者ニーズに対応

したサービス向上を図る。また、放課後子

供教室との一体型として実施する等の要件

を満たす都型一体型学童クラブを支援する

実施主体 区市町村

補 助 率1/2

補助対象 民設民営、公設民営

(29)子 供の居場所創設事業

地域全体で子供や家庭を支援するため、子

供に対して学習支援や食事の提供等を行 う

居場所を創設する区市町村に対する補助を

行う。

実施主体 区市町村

補 助 率 運営費1/2

開設準備経費10/10

(30)子 供の貧困対策支援事業

生活に困窮する要支援家庭やひとり親家庭

等を必要な支援につなげるため、専任職員

を配置する区市町村を支援する。

百万円

6,921

規 模

(2,679単 位)

1,148

規 模

(760単 位)

171

規 模

(19か 所)

35

規 模

(9か 所)

百万円

6,007

(2,642単 位)

1,018

(650単 位)

76

(8か 所)

46

(12か 所)

百万円

914

(37単 位)

130

(110単 位)

95

(11か 所)

△11

(△3か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(31)児 童相談体制の強化

ア 児童相談所の体制強化

虐待相談件数が増加 していること等を踏

まえ、児童相談所の体制を強化する。

(新)

都立練馬児童相談所(仮称)(相 談部門)

を設置するための工事実施設計

(新)

多摩地域における新たな都立児童相談

所の設置に向けた調査
一時保護所の充実(都 立立川児童相談

所(一 時保護所)の 改築等)

サテライ トオフィス等の拡大

(新)

トレーニングセンターの設置

(新)

研修の更なる充実に向けた研修業務の
一部外部委託化

児童虐待防止の普及啓発 等

(新)

イ 児童相談所におけるAI音 声マイニングシ

ステムの導入

児童相談所のケースワークにおける正確

な記録の補助を行うため、電話の音声デ
ータの文字起こしを行うシステムを導入

するとともに、スマー トフォンの内線化

を進めることで、業務の効率化を図る。

百 万円

1,048

548

215

百万円

694

423

0

百 万円

354

125

215
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

ウ 児童相談におけるデジタル化推進事業

区市町村におけるデジタル化を推進 し、

テレビ会議等の活用による業務負担の軽

減を図る。

工 児童虐待を防止するためのSNSを 活用 し

た相談事業

児童虐待を防止するため、児童本人及び

その保護者にとって身近なLINEを 活

用 し、よ り相談等にアクセス しやすい環

境を提供する。

オ 児童相談所情報標準化 ・人材育成事業

精度の高い虐待 リスク判定を可能とする

プログラムを開発し、児童虐待の未然防

止 ・早期発見及び児童福祉司等の人材育

成を図る。

力 児童福祉人材の確保 ・育成

東京の福祉のセーフティネットを担う質

の高い人材を安定的に確保 し、定着へと

つなげるため、総合的な取組を実施する

キ 未就園児等全戸訪問事業

未就園児等で行政機関等との接点が少な

い家庭への訪問を実施 し、児童の安全確

認及び養育環境の把握を行 う区市町村を

支援する。

実施主体 区市町村

負担割合 国1/2、 都1/4、 区市町村

1/4

百 万円

3

91

41

142

8

百 万 円

0

126

37

100

8

百万円

3

△35

4

42

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(32)社 会的養護の充実

ア 専門機能強化型児童養護施設制度

民間の児童養護施設に治療的 ・専門的ケ

アが実施できる体制を整備 し、問題を抱

えた児童の入所に対応する。

イ 養護児童グループホームの推進

施設から独立した家屋を活用して、児童

養護施設に入所している児童を、より家

庭的な環境の中で養護する。

ウ グループホーム ・ファミリーホーム設置促

進事業

家庭的養護の推進を図るため、グループ

ホームやファミリーホームの職員に対す

る支援体制を強化する。

エ 自立支援強化事業

児童養護施設に入所している児童の自立

に向け、入所中及び退所後の支援体制を

強化する。

オ 児童養護施設等職員宿舎借 り上げ支援事業

児童養護施設及び乳児院等を運営する事

業者が、職員用の宿舎を借 り上げた場合

に、その経費を補助することにより、人

材の確保及び定着を図る。

補助基準額1戸 当た り月82,000円

負担割合 都1/2、 事業者1/2

百万円

5,787

546

規 模

(44か 所)

3,641

規 模

(171か 所)

555

規 模

(77か 所)

121

規 模

(11か 所)

55

規 模

(161人)

百万円

5,367

556

(46か 所)

3,718

(165か 所)

503

(72か 所)

216

(36か 所)

53

(153人)

百万円

420

△10

(△2か 所)

△77

(6か 所)

52

(5か 所)

△95

(△25か 所)

2

(8人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

力 社会的養護従事者処遇改善事業

社会的養護関係施設等の従事者の処遇改

善を行 うために必要な経費を補助する。

キ 新生児委託推進事業

家庭で適切な養育を受けられない新生児

を対象として、特別養子縁組ができるよ

う、乳児院を活用して養子縁組里親の養

育力向上のための研修や新生児 と養子縁

組里親の交流支援を行 うことにより、新

生児委託を推進する。

ク 乳児院の家庭養育推進事業

乳児院に精神科医師、治療指導担当職員

及び里親交流支援員等を配置して治療的
・専門ケアができる体制を整備するとと

もに、里親子の交流支援の取組等を強化

することにより、入所児童の家庭復帰及

び養育家庭等への委託を促進する。

ケ フォスタリング機関(里 親養育包括支援機

関)事 業

里親のリクルー トからマッチング、継続

的な支援を包括的に実施することにより
一貫した相談 ・支援を提供するフォスタ

リング機関事業を先行実施する。

百万円

288

24

規模

(2か 所)

230

規模

(10か 所)

231

規模

(3か 所)

百万円

0

24

(2か 所)

213

(10か 所)

73

(1か 所)

百万円

288

0

(0か 所)

17

(0か 所)

158

(2か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

コ 里親養育専門相談事業(里 親了のサポー ト

ネ ッ ト)

チーム養育の中で調整できなかった課題

や疑問について、専門相談員が第三者の

立場から、里親や児童相談所の意見を聴

き、調整する仕組みを児童福祉審議会の

もとに設置することにより、子供の利益

を守るとともに権利擁護 を図る。

(新)

サ 施設運営力向上コンサルテーション事業

被措置児童虐待が発生する等、運営に課

題を抱える施設に対して、個別コンサル

テーションを実施 し、人材育成や組織管

理能力を向上させ、重大事故の再発 ・未

然防止を図る。

(新)

シ 社会的養護施設退所者等への支援

18歳で措置解除 となった施設退所者等が

安定した生活を送るため、施設職員等に

よるきめ細やかなアフターケアが行える

よう近隣のアパー トを借り上げ、退所者

等に提供する施設等を補助する。

自立支援強化事業(再 掲)等

百 万円

11

26

59

百 万 円

11

0

0

百万円

0

26

59
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(33)東 京ユー スヘル スケア推進事 業

中高生等 の思春期特有 の健康 上の悩みや妊

娠 を考 える男女 のプ レコンセプシ ョンケア

な どに対応 できる よ う、相 談の実施 方法や

医療機 関 との連携 、受診支援 に向 けた取組

を進 める。

(34)不 妊検査等助成

早期 に検査 を受 け、必要 に応 じて適 切な治

療 を開始す るために、夫婦 間(い わ ゆる事

実婚 を含む)の 不妊検査及 び一般 不妊治療

の一部 につ いて助成 を行 う。

(35)不 妊治療費助成

不妊治療 の経済 的負担 の軽減 を図 るた め、

医療保険 が適用 されず 、高額 の医療 費がか

か る夫婦 間(い わゆ る事 実婚 を含 む)の 特

定不妊治療 の一部 を助成す る。 また、女性

が 自らのライ フプラ ンについて、適 切な選

択が行 えるよ う、卵子凍結 の正 しい知識 の

普及啓発 を行 うほか、卵子凍結 に関す る助

成対象疾患拡充 のため、専門医に ヒア リン

グを行 う。

(36)不 育症検査助成

妊娠 しても流産 を繰 り返す反復 ・習慣 流産

等(い わゆる不育症)に ついて、 リス ク因

子 を特定 し適切 な治療 、出産 につなげ るた

めの検査 に要す る経費 の一部 を助成 す る。

百万円

100

528

規 模

(延

10,040人)

6,337

規 模

(延

24,051人)

65

規 模

(延

1,250人)

百 万円

0

470

(延

8,870人)

5,525

(延

22,702人)

62

(延

1,200人)

百万円

100

58

(延

1,170人)

812

(延

1,349人)

3

(延

50人)

福 祉 保 健 局 一38



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(37)と うき ょ うママパパ応援事業

妊娠 ・出産期 か ら子育 て期 にわた る切れ 目

ない支援 が行 われ るよ う、育児 パ ッケー ジ

の配布や相談支援体制 の構築 等、区市町村

の取組 を支援す る。

育児パ ッケー ジの配布

専 門職 による妊婦全数 面接

産前 ・産後 サポー ト事業

産後 ケア事業

産後家事 ・育児支援事業

コロナ禍 での取組 として、家事負 担の

軽減 に資す る よ う、家事支援 用品の購

入支援 をメニューに追加 し、子育て家

庭 を応援す る。

多胎児家庭支援事業

人材育成

バー スデー サポー ト 等

(38)東 京都 出産応援事業 ～ コロナに負 けない!～

コロナ禍 にお いて、 これ か ら子供 を産み育

てたい と考 えてい る家庭 を応援 ・後押 しす

るた め、子育 て支援 サー ビスの利 用や育児

用 品等 の購入 に係 る経済 的負担 を軽減 す る

とともに、あわせ て具体 的な子 育てニーズ

を把握 し、今後 の施策へ反 映す る。

百万円

4,410

規 模

(62か 所)

4,956

百 万円

2,950

(62か 所)

10,097

百万円

1,460

(0か 所)

△5,141
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(39)生 涯 を通 じた女性 の健康支援事 業

女性 の心身 の健康や不妊 不育に関す る相 談

を行 うとともに、妊娠 ・出産 に関す る悩み

につい ての専用相談 を実施 し、特定妊婦 と

疑 われ る場合 には、医療機 関等への同行 支

援等 を行 う。 また、LINEを 活 用 した妊

娠不安相談や妊産婦 が抱 える不安に対応 し

た助産師 によるオ ンライ ン相 談 を行 うとと

もに、妊娠等 に関す る正確 な知識 が広ま る

よ う、普及啓発 を実施す る。

妊娠相談 ほっ とライ ン

妊産婦 に対す るオ ンライ ン相 談

妊娠適齢期 に特化 した広報 の充実

特定妊婦等 に対す る産科受診 等支援

LINEを 活用 した妊娠 不安相 談 等

(新)

(40)と うき ょ う子育 て応援パ ー トナー事業

妊娠期 か ら就学前 にかけて、子供 と家庭 に

寄 り添い 、あ らゆ る支援 をコーデ ィネー ト

す る人材 を育成 し、安 心 して子育てがで き

る環境 を整備す る。

(新)

(41)予 防 のための子供 の死 亡検証(CDR)

子供 の死 亡事例 にっ いて、福祉 、保健 、教

育等 の関係機 関 と連携 しなが ら、社 会的背

景や環境要 因等 の分析等 を行 い、効果的な

予防対策 を提言す ることで、将来に向 けた

予防 につ なげてい く。

百 万円

121

48

20

百万円

99

0

0

百万円

22

48

20
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(42)児 童手 当等 の支給

ア 児童育成手 当(障 害手 当)

実施主体 都 、区市 町村(区 部財調算入)

手 当 額 児童1人1.月15,500円

対 象 者 次 のいずれ かの20歳 未満 の障

害児 を扶養 してい る者

(施設入所児童 を除 く。)

①身体 障害1・2級 程度

②知 的障害1～3度 程 度

③脳性麻痺 、進行性 筋萎縮 症

所得制 限 扶養親族2人 の場合

保護者年収 概 ね613万 円未満

(国の特別 障害者手 当の所得 制限額 に準

じる。)

イ 児童育成手 当(育 成手 当)

実施主体 都 、区市 町村(区 部財調算入)

手 当 額 児童1人1.月13,500円

対 象 者 父又 は母 がいないか重度障害

等 の状態 にあ る18歳 に達す る

年度末 までの児童 を扶養 して

いる者

(施設入所児童 を除 く。)

所得制 限 扶養親族2人 の場合

保護者年収 概 ね613万 円未満

(都の児童育成手 当(障 害手当)の 所 得

制 限 と同 じ。)

百万円

35,331

576

規 模

(延

37,156人)

8,353

規 模

(延

618,595人)

百 万円

36,598

593

(延

38,260人)

8,453

(延

625,951人)

百 万円

△1,267

△17

(延

△1,104人)

△100

(延

△7,356人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 児童手 当

実施主体 区市町村

手 当 額

3歳 未満1人1.月15,000円

3歳 以上小学校修 了前

第1・2了1人1月10,000円

第3子 以 降1人1.月15,000円

小学校修 了後 中学校修 了前

1人1月10,000円

所得制 限以 上

中学校修 了前1人1.月5,000円

対 象 者15歳 到達後最初 の年 度末まで

の児童 を養 育 してい る者

所得制 限 扶養親族3人 の場合

保護者年収 概 ね960万 円未満

工 児童扶養手 当

実施主体 区市部 区市、町村部 都

手 当 額

第1子(全 部支給)1人1月43,160円

第1子(一 部支給)1人1月

10,180円 ～43,150円

第2子(全 部支給)1人1月10,190円

第2子(一 部支給)1人1月

5,100円 ～10,180円

第3子(全 部支給)1人1月6,110円

第3了(一 部支給)1人1月

3,060円 ～6,100円

対 象 者 父又 は母 と生計を同 じく して

いない18歳 に達す る年 度末ま

での児童 を養 育 してい る親 又

は養育者

所得制 限

扶養親族1人 の場合 保護者年 収

(全部支給)概 ね160万 円未満

(一部支給)概 ね365万 円未満

百 万円

26,036

規 模

(延

17,349,400人)

366

規 模

(延

13,654人)

百 万円

27,187

(延

18,360,329人)

365

(延

13,428人)

百 万円

△1,151

(延

△1,010,929人)

1

(延

226人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(43)ひ とり親家庭支援セ ンター事 業

東京都ひ と り親家庭支援 セ ンター を、 区部
・多摩部 にそれ ぞれ1か 所ず つ設 置 し、ひ

とり親家庭や 関係者 に対す る相 談支援や普

及啓発等 を実施す る。

区 部1か 所

多摩部1か 所

(44)ひ とり親家庭就業推進事業

(3年 度補正計上)

コロナ禍 で雇用 が不安 定な状 況にあ るひ と

り親家庭等 の 自立を支援す るため、一人ひ

とりの希望や適性 に応 じて、 目標設 定か ら

ス キル ア ップ訓練 、就職 直後 の フォ ロー に

至 るまで一貫 して支援す る。

(45)若 年被害女性等支援事業

暴力被害等 の困難 を抱 えた若年 女性 に対 し

て、 ア ウ トリー チに よる相 談支援 や居場所

の確保等 を行 う民間団体 と連携 し、公 的機

関へ の 「つ なぎ」 を含 めたアプ ローチ を実

施す るこ とに よ り若年女性 の 自立の促進 を

図 る。

(46)養 育 困難児童 の受入体制整備事 業

保護者 が新型 コロナ ウイル ス感 染症 に感 染

し、養育 が困難 となった児童 の受入体制 を

整備す る区市 町村 を支援す るとともに、医

療機 関にお ける児童 の一 時保護委 託 を推進

す る。

百 万円

119

47

193

66

百 万 円

109

0

107

67

百万円

10

47

86

△1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(47)児 童福祉施設等整備費補助

児童館

学童クラブ

児童養護施設

母子生活支援施設

乳児院

院内保育施設

病児保育施設

(新)

(48)学 童クラブ待機児童対策提案型事業

学童クラブ待機児童対策計画を策定した区

市町村が、計画に基づき地域の実情に応 じ

た創意工夫により都に提案 した取組を支援

する。

学童クラブ事業費補助(再 掲)

児童館等 「学童クラブ」(再 掲)等

百万円

805

規模

(19か 所)

(42か 所)

(23か 所)

(1か 所)

(1か 所)

(5か 所)

(2か 所)

344

百万円

1,914

(34か 所)

(33か 所)

(12か 所)

(3か 所)

(0か 所)

(5か 所)

(3か 所)

O

百万円

△1,109

(△15か 所)

(9か 所)

(11か 所)

(△2か 所)

(1か 所)

(0か 所)

(△1か 所)

344
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4障 害者施策の推進

(1)障 害者 ・障害児地域生活支援3か 年プラン

期間 令和3年 度～令和5年 度

目標 ①3か 年で約7,700人 分の施設を重

点的に整備

②障害者の地域生活支援と就労促進

のため、地域生活基盤を整備

内容 設置者負担の1/2等 を特別に補助

共同生活援助

短期入所事業

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就

労継続支援

重症心身障害児(者)通 所事業

主に重症心身障害児を受け入れる児童発

達支援事業所、放課後等デイサービス

百万円

1,340

規 模

(21か 所)

(18人)

(3か 所)

(19か 所)

(10人)

百万円

1,741

(30か 所)

(14人)

(6か 所)

(24か 所)

(10人)

百万円

△401

(△9か 所)

(4人)

(△3か 所)

(△5か 所)

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)地 域移行促進 コーデ ィネ ー ト事 業

入所施設 に地域移行促進 コーデ ィネー ター

を配置 し、担 当す るブ ロックの課題 分析 や

区市町村 、相談支援事業者等 との連携 を支

援す るこ とに よ り、地域移行 を促進 す る。

(3)共 生社会実現 に向けた障害者理解促進 事業

障害者 の差別解 消に向けた体制整備 や普及

啓発 を行 うとともに、ヘル プマー クやヘル

プカー ドの普及 を図 ることで、共生社 会の

実現 を 目指す。

(新)

(4)障 害者施設等 のBCP策 定支援 事業

大規模災害発生 特等 において、利 用者 の安

全 を確保 しなが ら障害者施設 等が事業 を継

続で きるよ う、実効性 のあ るBCP策 定 に

向けた普及啓発や専 門的な支援 等 を行 う。

(5)「 東京チ ャ レンジオフ ィス」の運 営

都庁 にお いて障害者 が会計年度任 用職員 や

短期実習生 として就 労経験 を積 む拠 点 を設

置 し、就労機会 を提供す ることで、一般 企

業へ の就労 を促進す る。

(6)福 祉 ・トライ アル シ ョップの展 開

福祉施設 の 自主製 品を販 売す る通販 サイ ト

を構築運用す る とともに、 トライアル シ ョ

ップ を都庁 内な どで運 営 し、障害者 の工賃

向上へ の取組 を推進す る。

百万円

73

規 模

(10か 所)

48

31

81

235

規 模

(3か 所)

百万円

73

(10か 所)

48

0

81

198

(3か 所)

百万円

O

(0か 所)

0

31

0

37

(0か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(7)区 市町村ネ ッ トワークによる共同受注体制の

構築

関係者会議等を開催し、共同受注体制の構

築や民需及び官公需の開拓を行 うことで、

障害者就労施設における受注拡大及び工賃

向上を図る。

(8)精 神障害者就労定着連携促進事業

精神障害者就労支援連絡会を設置し、医療

機関 ・就労移行支援事業所 ・企業等の連携

を促進するとともに、各障害者就業 ・生活

支援センターに医療機関連携コーディネー

ターを配置し、就労を希望する精神障害者

を就労支援機関につなぐことで、企業等へ

の就労と定着の促進を図る。

(新)

(9)就 労移行支援事業におけるテレワーク等支援

力向上事業

就労移行支援事業者等向けに、新 しい日常

におけるテレワーク等の多様な働き方に対

応するための研修や事例紹介等を行い、障

害者の円滑な就職活動及び就労促進 ・定着

を実現する。

(10)デ ジタル技術を活用 した重度障害者に対する

就労支援事業

遠隔操作が可能な分身ロボットや意思伝達

システム等を活用し、重度肢体不自由等の

重度障害者の就労を支援する事業スキーム

を構築する。

百万円

26

42

6

1

百万円

26

42

0

5

百万円

0

0

6

△4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(11)心 身障害者(児)手 当の支給

ア 重度心身障害者手当

実施主体 都

手 当 額1人1,月60,000円

対 象 者 重度知的障害と重度身体障害

との重複者等

(65歳以上の新規対象者、3か

月以上の入院者及び施設入所

者を除く。)

所得制限 扶養親族な しの場合

本人年収 概ね518万 円以下

(国の特別障害者手当の所得制限額に準

じる。)

イ 心身障害者福祉手当

実施主体 都、区市町村(区 部財調算入)

手 当 額1人1,月15,500円

対 象 者 次のいずれかの20歳 以上の障

害者

①身体障害1・2級 程度

②知的障害1～3度 程度

③脳性麻痺、進行性筋萎縮症

(65歳以上の新規対象者及び

施設入所者を除く。)

所得制限 扶養親族なしの場合

本人年収 概ね518万 円以下

(国の特別障害者手当の所得制限額に準

じる。)

百 万円

13,850

6,932

規 模

(9,548人)

6,918

規 模

(37,247人)

百 万円

13,861

6,939

(9,559人)

6,922

(37,498人)

百万円

△11

△7

(△11人)

△4

(△251人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(12)居 宅介護等事業

ア 居宅介護等事業

障害者(児)の 家庭等に対 し、ホームヘル

パーを派遣して日常生活を営む上で必要

なサービスを提供することにより、障害

者(児)の 自立と社会参加を促進する。

実施主体 区市町村

負 担 率1/4

対 象 者 障害のため独立 して 日常

生活を営むことに支障が

ある者

事業内容 身体介護、家事援助、重

度訪問介護、重度障害者

等包括支援、乗降介助、

行動援護、同行援護

利用者負担 所得階層別に上限額を設

定

イ 重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支

援事業

重度障害者の割合が著 しく高い等の理由

で訪問系サービスの給付費が国庫負担基

準を超えている市町村に対 し財政支援を

行 うことで、障害者の地域生活を支援す

る。

百 万円

13,117

12,863

規 模

(延

14,053,591時 間)

254

百 万円

12,366

12,201

(延

13,251,598時 間)

165

百 万円

751

662

(延

801,993時 間)

89
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(13)デ ジタル技術を活用 した聴覚障害者コミュニ

ケーション支援事業

デジタル技術を活用した遠隔手話通訳等を

実施し都庁内における聴覚障害者の情報保

障を推進する。

(14)障 害者グループホーム体制強化支援事業

身体上又は行動特性上、特別な支援を必要

とする重度の利用者を受け入れるために、

手厚い職員配置を行 うグループホームの体

制確保を支援する。

(新)

(15)東 京都障害者 ピアサポー ト研修事業

質の高いピアサポー ト活動実現に向け、ピ

アサポーターとして従事する者や、障害福

祉サービス事業所等の管理者等に対し研修

を行 う。

(新)

(16)障 害福祉サー ビス等人材育成 ・定着支援事業

雇用環境 ・業務管理に係る課題への解決方

法や、先進事例の紹介等を行 うことで、障

害福祉サービス事業所等における福祉人材

の育成 ・定着に向けた取組を支援する。

百 万円

7

414

8

11

百万円

7

408

0

0

百 万円

0

6

8

11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(17)障 害福祉サー ビス等職員宿舎借 り上げ支援事

業

職員住宅の借 り上げを支援することで、福

祉 ・介護人材の確保定着を図るとともに、

施設による防災の取組を計画的に進め、地

域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な

対応を推進する。

(18)医 療 ・福祉事業所内メンタルヘルスセルフケ

ア等スキル向上支援事業(3年 度補正計上)

事業所におけるメンタルヘルスケアの取組

を促進し、従事者の心身の負担を軽減する

ため、管理 ・監督者等向けにオンライン研

修を実施する。

(新)

(19)福 祉 ・介護職員処遇改善事業

福祉 ・介護職員を対象に、賃金改善を行 う

障害福祉サービス事業所等に対して、当該

賃金改善を行 うために必要な経費を支援す

る。

(新)

(20)障 害者支援施設等におけるデジタル技術等活

用支援事業

障害福祉分野における業務の生産性及び支

援の質の向上に向けた取組みを促進するた

め、障害者支援施設等におけるデジタル技

術等の導入を支援する。

百万円

284

規 模

(813人)

25

5,054

290

規 模

(142か 所)

百万円

150

(254人)

0

0

0

(0か 所)

百万円

134

(559人)

25

5,054

290

(142か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(21)重 症心身障害児等在宅療育支援事業

専門医や看護師による訪問看護 ・訪問健康

診査や、NICU等 からの在宅移行支援等

により、在宅の重症心身障害児等の支援充

実を図る。

重症心身障害児等在宅療育支援センター

訪問看護及び訪問健康診査

訪問看護師等育成研修

在宅療育相談 等

(22)医 療的ケア児に対す る支援のための体制整備

医療的ケア児の支援に係る関係機関相互の

連絡調整、意見交換を行 う協議会を設置す

るとともに、地域で医療的ケア児等に対す

る支援を適切に行 うことができる人材を養

成するための研修を実施する。

(新)

(23)医 療的ケア児支援セ ンター事業

医療的ケア児が心身の状況等に応 じた適切

な支援を受けられるようにするため、医療

的ケア児支援センターを設置 し、相談支援

や情報提供を行 うとともに、支援に関わる

人材を養成する。

(新)

(24)在 宅 レスバイ ト・就労等支援事業

重症心身障害児(者)及 び医療的ケア児の家

族の休養(レ スバイ ト)や就労等を支援する

ため、家族に代わって一定時間医療的ケア

等を行 う訪問看護師の派遣に取り組む区市

町村を支援する。

百万円

201

6

43

規 模

(2か 所)

113

百万円

201

5

0

(0か 所)

0

百万円

0

1

43

(2か 所)

113
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(25)地 域生活支援拠点整備に向けた障害者(児)シ

ョー トステイ受入体制支援事業

有資格の支援員等を短期入所事業所に配置

するなど、地域生活支援拠点整備に向け、

緊急時に重度障害者(児)を 確実に受け入れ

られる体制確保に取 り組む区市町村を支援

する。

(26)障 害児の放課後等支援事業

重症心身障害児や医療的ケア児に対する放

課後等支援の充実を図るため、放課後等デ

イサービス事業者等で、専門職の配置や送

迎負担の軽減等に取 り組む区市町村を支援

する。

(新)

(27)都 型放課後等デイサー ビス事業

都で定める基準を満たす事業者へ運営等に

要する経費の一部を補助し、放課後等デイ

サービス事業所の支援の質向上を図る。

(28)児 童発達支援センター地域支援体制確保事業

児童発達支援センターにおいて、地域支援

及び地域連携を行 う専門職員を確保 ・育成

する取組を支援し、障害児の地域支援体制

整備の促進を図る。

百万円

43

規模

(20か 所)

105

307

規模

(70か 所)

160

規模

(27か 所)

百万円

0

(Oか 所)

25

0

(0か 所)

190

(21か 所)

百万円

43

(20か 所)

80

307

(70か 所)

△30

(6か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(29)発 達障害専門医療機関ネ ッ トワーク構築事業

地域における発達障害の診断待機を解消す

るため、専門性の高い医療機関を中心とし

たネットワークを構築し、地域の医療機関

への実地研修等を実施することで、発達障

害を早期に診断可能な体制確保を図る。

(30)精 神障害者地域移行体制整備支援事業

社会的入院の状態にある精神障害者が、円

滑な地域移行や安定した地域生活を送るた

めの体制整備を行 うとともに、精神科医療

機関と地域との相互理解及び連携強化を推

進する。

(31)措 置入院者退院後支援体制整備事業

措置入院者が退院後に医療等の継続的な支

援を確実に受けられる体制の整備を行う。

(32)精 神科医療地域連携事業

精神障害者が地域で必要な時に適切な医療

が受けられる仕組みを構築するため、地域

連携を推進するための協議会を設置すると

ともに、圏域ごとに地域連携会議を設置し

連携ツールの活用などの取組を行い精神疾

患に関する地域連携体制の整備を図る。

百万円

13

規 模

(3か 所)

66

11

45

規 模

(12圏 域)

百万円

13

(3か 所)

66

15

45

(12圏 域)

百万円

0

(0か 所)

0

△4

0

(0圏 域)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(33)災 害時 こころのケア体制整備事業

大規模災害特等に、被災地で精神科医療及

び精神保健活動の支援を行 う 「東京都災害

派遣精神医療チーム(東 京DPAT)　 」を

整備することで、災害支援体制の強化を図

る。

(34)依 存症対策の推進

依存症対策の一層の推進に向け、依存症対

策に係る計画の策定 ・管理や都民に対する

情報の発信、関係機関の連携強化の取組等

を実施する。

(35)て んかん地域診療連携体制整備事業

都のてんかん診療の拠点となる 「てんかん

支援拠点病院」を設置し、てんかん患者に

ついての診療連携体制を整備する。

(36)在 宅要介護者の受入体制整備事業

介護者が新型コロナウイルス感染症に感染

した際に、要介護者が緊急一時的に利用で

きる短期入所事業所に支援員等を配置する

など受入体制を整備する区市町村を支援す

る。

百万円

7

12

5

規 模

(1か 所)

80

百万円

7

14

2

(0か 所)

50

百万円

O

△2

3

(1か 所)

30
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5地 域医療対策の推進

(1)救 急医療対策

ア 東京都地域救急医療センターの運営等

救急医療の連携を強化し、迅速に患者を

受け入れる体制を整備する。

東京都地域救急医療センター

救急患者受入コーディネーター

イ 休日・全夜間診療(一 般)

実施時間帯 全 日17時～翌 日9時 及び

休 日9時 ～17時

ウ 救急搬送患者受入体制強化事業

救急医療機関における救急依頼の不応需

を改善するため、救急救命処置等を行 う

ことができる救急救命士を配置し、救急

搬送患者受入体制の強化を図る。

工 救急患者の早期地域移行支援

地域の救急告示医療機関が、診断 ・初期

治療を終えた患者を受け入れる仕組みを

構築し、早期の地域移行につなげるとと

もに、救急患者を地域で積極的に受け入

れられる体制を整備する。

オ 救命救急センター運営費補助

必要かつ適切な医療を行 う救命救急セン

ターに対し、運営費等を補助 し、重症救

急患者の応需体制を確保する。

百万円

601

規 模

(24病 院)

(19人)

3,346

規 模

(481床)

175

規 模

(44病 院)

403

1,050

規 模

(18病 院)

(437床)

百万円

595

(24病 院)

(18人)

3,373

(489床)

104

(32病 院)

416

1,129

(16病 院)

(397床)

百万円

6

(0病 院)

(1人)

△27

(△8床)

71

(12病 院)

△13

△79

(2病 院)

(40床)

福 祉 保 健 局 一56



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

力 休 日 ・全夜間診療(小 児)

実施時間帯 全 日17時～翌 日9時 及び

休 日9時 ～17時

キ こども救命センターの運営

小児重篤患者を迅速に受け入れ、救命治

療を速やかに行 う小児医療施設を指定し

小児救急医療体制の充実を図る。

ク 小児初期救急運営費補助事業

実施時間帯 平 日17時～24時

ケ 東京都 ドクターヘ リ運航事業

ドクターヘ リを運用する基地病院の運営

経費等を補助するとともに、 ドクターヘ

リを近隣県と連携して活用する体制を構

築し、救急患者の救命率等の向上及び救

急患者搬送体制の拡充を図る。

(新)
コ 循環器病対策推進協議会等

東京都循環器病対策推進計画に基づき、

循環器病対策の総合的かっ計画的な推進

を図るため、東京都循環器病対策推進協

議会及び専門部会等の運営を行 う。

百万円

1,014

規 模

(74床)

208

規 模

(4病 院)

129

規 模

(41地 区)

386

2

百万円

944

(68床)

208

(4病 院)

135

(42地 区)

192

0

百万円

70

(6床)

0

(0病 院)

△6

(△1地 区)

194

2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)周 産期医療対策

ア 周産期医療システムの整備

NICUやM-FICUを 整備 した周産

期母子医療センターの運営費等に対して

補助を行 う。

母体救命強化

搬送受入促進

麻酔科医配置促進

臨床心理技術者配置促進

搬送調整業務を支援する看護師の増配

置等

NICU入 院児支援 コーディネーター

配置促進

理学療法士配置促進

周産期連携病院におけるNICU運 営

費補助

周産期医療システムの整備(災 害時)

イ 母体救命対応総合周産期母子医療センター

の運営

救命救急センターと連携 し、緊急に母体

救命が必要な症例を必ず受け入れる母体

救命対応総合周産期母子医療センターを

運営する。

ウ 周産期搬送コーディネーターの配置

選定困難事案について、地域間での調整

を行 う。

百万円

1,633

規模

(総合

11か 所)

(地域

14か 所)

263

規模

(6病 院)

41

規模

(7人)

百万円

1,477

(総 合

10か 所)

(地 域

15か 所)

262

(6病 院)

41

(7人)

百万円

156

(総合

1か 所)

(地域

△1か 所)

1

(0病 院)

0

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

工 周産期医療ネ ッ トワークグループの構築

初期から三次医療の機能分担と連携を強

化し、身近な地域でリスクに応 じた周産

期医療を提供するため、総合周産期母子

医療センターが地域連携会議を開催する

オ 周産期連携病院(休 日・全夜間診療事業)

ミドル リスク妊産婦の受け皿 として周産

期連携病院を指定し、周産期母子医療セ

ンターの負担を軽減する。

力 多摩新生児連携病院

多摩地域においてハイ リスクに近い新生

児に対応可能な医療機関を確保すること

により新生児受入体制の強化を図る。

キ 在宅移行支援病床運営事業

NICU・GCUか ら在宅療養に至る中

間的病床 として在宅移行支援病床を設置

することにより、NICUやGCUに 長

期入院 している小児等の在宅生活への円

滑な移行を促進する。

百万円

14

規模

(8地 区)

170

規模

(12病 院)

24

規模

(2病 院)

201

規模

(61床)

百万円

14

(8地 区)

170

(12病 院)

12

(1病 院)

149

(50床)

百万円

0

(0地 区)

0

(0病 院)

12

(1病 院)

52

(11床)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)が ん対策

ア がん診療連携拠点病院事業

都道府県がん診療連携拠点病院

地域がん診療連携拠点病院

緩和ケア医師研修

拠点病院ネットワーク・研修計画

地域がん診療連携推進

がん患者療養支援 等

イ 東京都がん診療連携拠点病院事業

がん医療水準の向上を図るため、地域が

ん診療連携拠点病院と同等の診療機能を

有する医療機関を、東京都がん診療連携

拠点病院として整備する。

ウ 地域がん診療病院事業

がん診療連携拠点病院のない二次保健医

療圏に地域がん診療病院を指定し、がん

診療体制の強化を図る。

工 東京都小児 ・AYA世 代がん診療連携推進

事業

小児 ・AYA世 代がん診療を提供する医

療機関によるネットワークを構築するこ

とにより、個々の医療機関の特性を活か

した医療連携体制を確立し、質の高い小

児 ・AYA世 代がん医療を提供する。

百万円

330

規模

(2病 院)

(21病 院)

86

規模

(8病 院)

8

規模

(1病 院)

17

百万円

308

(1病 院)

(19病 院)

68

(6病 院)

8

(1病 院)

17

百万円

22

(1病 院)

(2病 院)

18

(2病 院)

0

(0病 院)

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ がん予防 ・検診受診率向上事業

がんの予防 ・早期発見のため、がん検診

受診率の更なる向上を図る普及啓発等を

行 う。

カ がん登録の活用によるがん検診精度管理向

上事業

区市町村が行 うがん検診の質の向上を支

援するため、モデル区市町村において、

がん検診データと全国がん登録のデータ

を照合し、検診の精度管理に活用する。

キ 緩和ケア推進事業

医療機関における切れ 目のない緩和ケア

の提供に向け、がん患者に対する緩和ケ

ア提供体制を充実するための取組を推進

する。

百万円

42

5

15

百万円

42

4

37

百万円

0

1

△22
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ク　 AYA世 代等がん患者支援事業

AYA世 代等のがん患者への適切な医療

提供体制の構築や、多様なニーズに応 じ

た環境整備を進めるため、がん診療連携

拠点病院等を　「AYA世 代がん相談情報

センター」 として指定し、専門的な相談

支援体制を整備する。

ケ 若年がん患者等生殖機能温存治療費助成事

業

がん治療により、生殖機能が低下する又

は失 う恐れがある若年がん患者等に対し

て生殖機能温存治療等に要する経費を助

成する。

コ がん患者の治療と仕事の両立支援事業

がん患者の治療と仕事の両立の実現に向

けた環境の充実など、就労継続に必要な

支援が進むよう、企業における両立支援

の取組を促進するための普及啓発を行 う

百 万円

15

122

27

百 万 円

15

122

27

百万円

0

0

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)災 害医療対策

ア 災害拠点病院事業

災害時における重症者の医療を確保する

ため、災害拠点病院が備えるべき医療費

器材を整備する。

イ 災害拠点連携病院事業

災害時に、主に中等症者を受け入れる責

務を負 う災害拠点連携病院を整備すると

ともに、災害時に一時的に増加する中等

症患者の受入れを促進するため、災害拠

点連携病院の設備、ライフライン確保用

賀器材等の整備を支援する。

ウ 災害拠点病院等事業継続計画(BCP)策

定等支援事業

災害拠点病院や災害拠点連携病院のBC

Pの 改定等を支援 し、災害時の救護活動

体制の確保を図る。

工 東京DMAT　 (災害医療派遣チーム)

大震災等の自然災害や大規模交通事故等

の発生に際して災害現場に出動して早期

の救命処置を行 うため、災害医療派遣チ
ームを整備する。

百万円

106

規模

(85病 院)

135

規模

(220病 院)

79

134

規模

(28病 院)

百万円

90

(85病 院)

379

(220病 院)

93

121

(28病 院)

百万円

16

(0病 院)

△244

(0病 院)

△14

13

(0病 院)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 医療機関の耐震化(再 掲)

災害拠点病院、災害拠点連携病院等を対

象に耐震改修、改築費用等を助成する。

耐震診断 ・改修等

力 災害拠点病院等施設整備費補助

災害拠点病院に対して、24時 間対応可能

な緊急体制等を整備 し、災害時の医療の

確保を図る。

キ 災害拠点病院等自家発電設備等整備強化事

業

災害時における医療機能の確保を図るた

め、災害拠点病院及び災害拠点連携病院

が設置する自家発電設備を水害等から守

るための対策等への支援を行 う。

ク 移動電源車の確保

停電時の病院機能を維持するため、移動

電源車を確保する。

百万円

719

規模

(40病 院)

535

規模

(44病 院)

842

規模

(46病 院)

44

百万円

1,007

(42病 院)

1,022

(48病 院)

807

(44病 院)

44

百万円

△288

(△2病 院)

△487

(△4病 院)

35

(2病 院)

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)在 宅医療対策

ア 在宅療養普及事業

地域の実情に応じた在宅療養を推進する

ため、先行する取組や注目すべき取組等

について、他の地域への普及を図る。

イ 入退院時連携強化事業

医療機関における入退院支援に取り組む

人材の育成や、入退院時の地域連携を一

層強化し、円滑な在宅療養移行体制の整

備を図る。

入退院時速携強化研修

入退院時連携支援

ウ 小児等在宅医療推進研修事業

在宅医や看護師等向けに小児医療に関す

る研修を実施し、小児等在宅医療への参

入促進を図る。

工 在宅医療参入促進事業

訪問診療を実施していない診療所医師等

に対し、在宅医療に関する基礎的な知識

や24時 間診療体制の実践手法を伝 えるセ

ミナーを実施し、在宅医療への参入を促

進する。

オ 区市町村在宅療養推進事業

在宅医療と介護の連携を推進するために

区市町村が実施する取組を支援 し、地域

包括ケアシステムの構築を図る。

百万円

7

220

6

規 模

(110人)

10

規 模

(160人)

236

百万円

9

245

6

(110人)

14

(160人)

496

百万円

△2

△25

0

(0人)

△4

(0人)

△260
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

力 切れ 目のない在宅医療体制整備支援事業

区市町村と連携し、地域の実情に応 じた

医療 ・介護関係者の相互連携による24時

間の支援体制を構築す ることで、切れ目

のない在宅医療提供体制の整備を推進す

る。

キ　 ACP推 進事業

住み慣れた地域で自分 らしい暮 らしを人

生の最期まで続けることを実現するため

医療 ・介護従事者に対するACP(ア ド

バンス ・ケア ・プランニング)の 理解促

進を図る。

(6)地 域医療構想推進事業

地域医療構想に基づき地域で不足する医療

機能の充足を図るため、病床機能転換等に

対する支援を行 うとともに、医療機能の強

化に必要な施設整備を行 う中小病院に対し

支援を行 う。

(新)

(7)病 床機能再編支援事業

地域の実情に応じた質の高い効率的な医療

提供体制の構築に向け、地域医療構想に即

した病床機能の再編を行 う医療機関を支援

する。

(8)病 院診療情報デジタル推進事業

医療機関が質の高い医療の提供ができるよ

う電了カルテシステムの整備を支援する。

百 万円

48

16

2,865

157

1,052

百 万 円

0

17

3,863

0

644

百万円

48

△1

△998

157

408
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(9)東 京都地域医療連携システムデジタル環境整

備推進事業

医療機関の間でデジタル技術を活用した医

療情報の共有化等を図ることにより、切れ

目のない地域医療連携の推進を図る。

(10)世 界 トップレベルの地域医療を東京に構築す

る事業

総合診療医等を各地域で育成 し、医療 ・介

護関係者との連携を図ることにより、世界

トップレベルの包括的な地域医療を東京に

構築する。

(11)外 国人旅行者等への医療情報提供体制整備

(一部再掲)

ア 医療機関が行 う外国人患者受入体制整備

への支援

外国人旅行者等が安心して医療機関を受

診できる環境を整備するため、民間医療

機関における外国人患者受入体制整備に

係る支援を行 う。

外国人患者対応力向上研修

外国人患者受入体制整備支援

外国人患者への医療等に関する協議会

イ 救急通訳サービス等の推進

外国語で診療できる医療機関案内など医

療情報サービスを提供するとともに、外

国人患者の救急搬送の実態等を踏まえ、

医療機関向け救急通訳サービスを6か 国

語対応で実施す る。

百万円

657

51

19

規 模

(2回)

(15病 院)

76

百万円

317

59

19

(2回)

(15病 院)

85

百万円

340

△8

0

(0回)

(0病 院)

△9
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(12)医 療現場へ の 「や さしい 日本語 」導入 ・普及

事業

都民 の誰 もが安 心 して医療 を受 け られ るよ

う、 医療現場へ の 「や さ しい 日本 語」の導

入 ・普及 を推進 し、患者 と医療 現場の問 に

お ける、よ り円滑な コミュニケーシ ョンの

実現 を図る。

(13)医 療施設近代化施設整備費補助

患者 の療養環境 、医療従事者 の職 場環境 、

衛生環境等 の改 善を進 め るための病院の建

替新築 、増改築等 に対 して補助 す る。

(14)公 立病院運営費補助

多摩及び 島 しょ地 区におけ る市町村公 立病

院 に対 して、その運営 に係 る経 費 を補助 す

るこ とによ り、地域住 民の医療 の確保 と向

上 を図る。

青梅市立総合病院

町 田市民病院

日野市立病院

稲城市立病院

奥多摩病院

町立八丈病院

公立阿伎留 医療セ ンター

公立昭和病院

公立福生病院

計9病 院

1床 当た り1,220千 円の病床 基礎額

特殊診療部 門加算

周産期 、がん、小児 等

百万円

46

1,879

規 模

(10病 院)

3,356

規 模

(446床)

(433床)

(300床)

(290床)

(43床)

(50床)

(305床)

(430床)

(316床)

(2,613床)

百万円

0

1,357

(9病 院)

3,309

(446床)

(433床)

(300床)

(290床)

(43床)

(50床)

(305床)

(430床)

(316床)

(2,613床)

百万円

46

522

(1病 院)

47

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(15)医 療人材確保対策

ア 医師確保事業

(ア)医 師奨学金(特 別貸与 ・一般貸与)

将来都内の医師確保が必要な地域

や診療科等に従事する意志のある

者に対して奨学金を貸与する。

(イ)東 京都地域医療支援 ドクター事業

自治医科大学卒業医等を都職員 と

して雇用し、へき地及び市町村公

立病院に派遣する。

(ウ)病 院勤務者勤務環境改善事業

病院勤務医及び看護職員の勤務環

境を改善し、離職防止と定着を図

るとともに、出産や育児などによ

り職場を離れた医師等の復職に向

けた支援を行 う。

(新)

(エ)地 域医療勤務環境改善体制整備事業

医師の働き方改革を推進するため

救急医療等地域医療で特別な役割

を担い、勤務医の労働時間が長時

間に及ぶ医療機関に対し、勤務環

境改善に向けた体制整備を支援す

る。

(オ)へ き地勤務医師等確保事業

医師確保困難地域に派遣される医

師の手当に対する支援等を行う。

百万円

883

規 模

(150人)

24

規 模

(8人)

271

130

274

百万円

871

(149人)

20

(6人)

190

0

264

百万円

12

(1人)

4

(2人)

81

130

10
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 看護師確保事業

(ア)看 護師等修学資金貸与

将来都の区域内において看護業務

に従事しようとする者に対して修

学資金を貸与し、修学を容易にす

ることにより、都の区域内の看護

職員の確保及び質の向上を図る。

(イ)看 護職員定着促進支援事業

就業協力員を配置 し、各施設が実

施する看護職員の定着等に向けた

取組を支援することにより、勤務

環境を改善し都内の看護職員の定

着促進を図る。

(ウ)キ ャ リアアップ支援事業

看護職員の資質や労働意欲の向上

による離職防止 ・定着促進に向け

認定看護師等の活用が図られるよ

う、施設管理者等の理解促進に向

けたセミナーを開催する。

(エ)プ ラチナナース就業継続支援事業

看護職員のキャリア継続を支援す

るため、定年退職前からその後の

ライフプランを考え多様な職場を

知る機会を提供し、看護職員の潜

在化を防止するとともに、定着促

進を図る。

百 万円

865

75

7

26

百 万 円

706

75

7

26

百 万 円

159

0

0

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(オ)看 護職員地域確保支援事業

離職看護師の就業意欲を喚起し、

再就業の促進を図るため、地域に

密着した再就業支援相談及び復職

支援研修を実施する。

(新)

(カ)看 護職員再就業支援事業

看護需要の増大を踏まえ、東京都

ナースプラザにおける情報発信や

短時間 ・非常勤勤務希望者を受け

入れる求人施設の開拓、職業紹介

に向けた取組を強化するとともに

看護職員の再就業 ・定着に向けた

奨励金の支給等を実施する。

(キ)島 しょ看護職員定着促進事業

島しょ看護職員の働きやすい環境

を整え、定着促進を図る。

島しょへの出張研修

短期代替看護職員派遣

(新)

(ク)看 護職員等処遇改善事業

地域でコロナ医療など一定の役割

を担 う医療機関に対 し、勤務する

看護職員等の賃金改善を行 うため

の必要な費用を支援する。

百万円

90

90

8

規 模

(10回)

(14地 区)

1,945

百万円

90

0

9

(10回)

(14地 区)

0

百万円

0

90

△1

(0回)

(0地 区)

1,945
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6地 域保健対策の推進

(新)

(1)公 衆衛生医師確保事業

東京の公衆衛生行政を担 う人材を安定的に

確保し、定着へとつなげるための取組を実

施する。

(2)自 殺総合対策

ア 自殺総合対策東京会議等

自殺総合対策東京会議

自殺防止!東 京キャンペーン 等

イ 夜間こころの電話相談事業

うっ等の精神疾患患者の病状悪化や自殺

を防止するため、電話相談を行 う。

ウ 東京都自殺相談ダイヤル

電話による自殺相談窓口を設け、自殺念

慮の背景となる問題を傾聴 した上で必要

に応じ各種相談機関による支援へつなげ

る。

百 万円

31

78

27

89

百万円

0

47

27

73

百 万円

31

31

0

16
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

エ　 SNS自 殺相談

LINEに よる自殺相談窓口を設 け、若

年層が抱える悩みに対応するとともに、

必要に応じて各種相談機関による支援へ

っなげる。

(3)健 康づ くり対策

ア 生活習慣改善推進事業等

都民の主体的な健康づくりを推進するた

めの普及啓発や、区市町村等の取組促進

を図る上で必要な支援を行 う。

イ 職域健康促進サポー ト事業

経済団体と連携し、従業員の健康づくり

等に取 り組む企業を支援する。

(4)受 動喫煙防止対策

〔産業労鯛 に計上されている事業を含む 〕

未成年者等に対する喫煙の健康影響や東京

都受動喫煙防止条例に基づき、都民や関係

団体への普及啓発を実施するとともに、宿

泊 ・飲食施設への支援を行 う。

百 万円

147

33

40

354

百 万 円

137

30

39

893

百万円

10

3

1

△539
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)肝 炎対策

ウイルス性肝炎及び肝炎 ウイルスに起因す

る肝がん等について、医療連携の推進や医

療費の一部助成などにより、感染者を早期

に発見し、適切な治療へつなげる。

肝炎ウイルス検診

診療ネットワーク整備事業

※ 医療費助成は 「医療費助成事業」に計上

(6)難 病対策

難病患者が地域で安心して生活できるよう

関係機関の連携体制強化を図るとともに、

地域では対応が困難な患者に対して広域的

な観点から支援を行 う。

ア 難病患者対策

在宅難病患者一時入院事業

(新)

在宅 レスバイ ト事業

難病医療ネ ッ トワーク事業

難病対策地域協議会の運営 等

イ 難病相談 ・支援センター事業

難病患者の日常生活における相談 ・支援

等を行い、療養生活の質の維持向上を図

る。

百万円

347

460

46

百万円

349

372

46

百万円

△2

88

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7健 康安全対策の推進

(1)薬 物乱用防止啓発対策

麻薬、覚醒剤等の乱用による危害を広く周

知することにより都民の認識を高めるとと

もに、関係機関が連携して薬物乱用防止を

推進する。

薬物専門講師養成 ・派遣

街頭啓発活動等の実施

SNSを 活用 した普及啓発活動 等

(2)危 険 ドラッグ対策

健康被害や死亡事故を防止するため、未規

制薬物の知事指定、監視指導等を通じて、

総合的な危険 ドラッグ対策を推進する。

監視指導の強化

規制の強化 等

(3)感 染症対策強化事業

感染症に対する体制の強化を図ることによ

り、都民の生命と健康を守 り、安全 ・安心

を確保する。

一類感染症等対策

蚊媒介感染症対策

百 万円

29

84

161

百 万 円

37

85

165

百万円

△8

△1

△4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)新 型イ ンフルエ ンザ対策

〔瓢 病院会計に計上されてい纈 〕

新型インフルエンザの発生に備えた物資の

準備や体制の整備を行い、新型インフルエ

ンザの脅威から都民の生命と健康を守り、

安全 ・安心を確保する。

医薬品の購入

医療物資の確保

医療体制の整備 等

(5)性 感染症対策

性感染症の予防啓発や検査等、総合的な対

策を実施する。

普及啓発

検査

梅毒

淋菌 ・クラミジア

　　　　　　　HTLV-1

医療従事者向け研修 等

(6)高 齢者肺炎球菌 ワクチン定期接種補助事業

高齢者肺炎球菌ワクチン定期予防接種に係

る費用を区市町村を通じて補助することで

接種率の向上を図る。

(7)東 京iCDC専 門家ボー ド

感染症対策全般について提言を行 う専門家

ボー ドを設置し、調査 ・研究を実施する。

百 万円

1,848

規 模

(67,000人)

46

467

249

百 万 円

1,876

(73,200人)

50

371

250

百万円

△28

(△6,200人)

△4

96

△1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)東 京 εCDC情 報基盤整備

新型コロナ ウイルス感染症関連データを集

約 ・蓄積し、より高度な分析を実施する。

(9)東 京都感染症医療支援 ドクター事業

新型コロナウイルス感染症をはじめ感染症

医療に携わる臨床医を養成する。

(10)食 品安全情報の外国人への発信

都の食品安全を確保する取組等を外国人に

情報発信するとともに、飲食店等が外国人

客へ適切に情報提供できるよう支援する。

(新)

(11)中 小病院におけるポス トコロナ時代の感染症

健康危機への対応能力強化事業

中小病院での新型コロナウイルス感染症ク

ラスター発生事例を分析し、それに基づい

た教育資材の開発や感染症対策を担う人材

の育成を行 う。

(新)

(12)手 洗い場の設置等支援事業

多 くの人が利用する公共の場に手洗い場を

設置し、こまめな手洗いができる環境整備

に取り組む区市町村を支援する。

百 万円

52

2

7

30

50

百万円

50

2

7

0

0

百万円

2

0

0

30

50
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(13)放 射能対策

ア 放射能測定調査

'、

環境局、産業労働局、港湾局、中央卸

売市場会計、水道事業会計、下水道事

業会計に計上されている事業を含む。
、 ノ

モニタリング等の現況把握及び情報提供

イ 放射線に係る情報提供の充実

放射線に対する正しい知識の普及啓発等

(14)動 物愛護の推進

ア 動物愛護事業等

動物愛護精神の普及の促進や、動物によ

る人への危害防止を図る取組等を実施す

るとともに、動物との共生推進拠点にっ

いて調整を進める。

イ 動物譲渡推進事業

動物の殺処分ゼロを継続するため、譲渡

機会の拡大に向けた取組等を推進する。

ウ 大学と自治体、企業、NPOの 協働 による

高齢者の福祉向上を目指した動物 との共生

社会の実現と拠点形成

安全で従順な動物介在活動適格伴侶動物

を診断 ・訓練 ・治療等で確保 し動物介在

活動による高齢者の健康寿命の延伸等、

福祉対策の一助となるよう動物 との共生

社会の拠点を形成する。

百 万円

186

9

72

4

48

百万円

202

9

97

4

48

百万円

△16

0

△25

0

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

8新 型コロナ ウイルス感染症対策

(3年 度補正計上)

(1)相 談体制の確保

新型コロナ ウイルス感染症に係る相談体制

を確保するため、 「新型コロナコールセン

ター」及び 「東京都発熱相談センター」を

設置する。

(2)検 査体制の確保

ア 検査試薬の購入等

東京都健康安全研究センターにおける新

型コロナウイルス検査に係る検査試薬の

購入等を行 う。

イ　 PCR検 査等の保険適用に伴 う自己負担分

の費用負担

新型コロナ外来(帰 国者 ・接触者外来)

を設置 している医療機関等において実施

するPCR検 査等について、保険適用 し

た場合に発生する自己負担分を都が負担

する。

ウ 戦略的検査強化事業

感染者が確認された場合、クラスター化

等が懸念される集団への集中的 ・定期的

なPCR検 査の実施及び感染動向に応 じ

た比較的感染リスクの高い人流のある場

所 ・交通結節点等での検査実施により、

感染者を早期に探知し感染拡大を防止す

る。

百 万円

1,819

55,346

486

13,277

2,408

百万円

0

0

0

0

0

百 万円

1,819

55,346

486

13,277

2,408
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

エ ゲノム解析による変異株監視体制の強化

新たな変異株の発生動向等を監視するた

め、民間委託によってゲノム解析を実施

する。

オ　 PCR等 検査無料化事業

陽性者の早期発見 ・早期治療につなげる

ため、感染拡大傾向が見られる場合に、

感染不安を感じている方などに対する検

査を無料化する。

力 集中検査等の実施

〔齋 織 認 教育庁に計上さ〕

感染が拡大した場合にリスクの高い人が

が多く利用する施設の職員等を対象とし

た定期的検査等を実施する。

医療機関

救護施設

高齢者施設等

障害者支援施設

保育所等

障害福祉サービス事業所

私立学校

都立学校

区市町村立学校

百 万円

1,161

33,650

4,364

百万円

0

0

0

百 万円

1,161

33,650

4,364
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)医 療提供体制の確保

ア 感染症疑い患者一時受入医療機関受入謝金

等交付事業

新型コロナウイルス感染症患者の受入れ

や感染の疑いのある患者の一時受入れ、

症状が改善した患者を転院させ、新たな

患者の受入れを行 う医療機関を支援する

イ 新型コロナウイルス感染症疑い救急患者の

東京ルールの運用

新型コロナウイルス感染症疑い救急患者

受入れを促進するとともに、搬送先の選

定が困難な患者の受入体制を確保する。

ウ 外来診療体制等確保支援事業

外来診療体制及び検査体制を確保するた

め、医療機関が設置する新型コロナ外来

(帰国者 ・接触者外来)の 運営に係 る経

費等を支援する。

工 感染拡大時における地域外来 ・検査センタ

ーの体制強化事業

感染拡大時や、3日 以上の連休期間でも

検査需要に適切に対応していくため、地

域外来 ・検査センターに対する支援を拡

充し、検査体制の一層の強化を図る。

百 万円

133,541

16,020

260

1,933

289

百万円

0

0

0

0

0

百 万円

133,541

16,020

260

1,933

289
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 疑い患者受け入れのための救急 ・周産期 ・

小児医療機関の院内感染防止対策

都内の救急 ・周産期 ・小児医療機関にお

いて、院内感染を防止するために必要な

設備整備等を支援する。

力 新型コロナウイルス感染症医療提供体制緊

整備事業

医療機関が新型コロナウイルス感染症患

者等を確実に受け入れる体制を確保する

ため、空床確保料の補助や、医療従事者

に対する特殊勤務手当の支給に係る経費

の補助などの支援を行う。

キ 新型コロナウイルス感染症入院医療確保の

ための後方支援病院確保事業

新型コロナウイルス感染症による入院加

療後、回復期にある患者を受入れる後方

支援病床を確保 し、重症 ・中等症患者等

に対する医療提供体制を確保するため、

転院先の医療機関へ受入謝金を支払 う。

百 万円

508

113,061

113

百万円

0

0

0

百 万円

508

113,061

113
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ク 東京都医療人材登録データベースを活用し

た医療人材確保事業

都が職員の派遣を要請した施設等におい

て必要な人材を確保できる体制を構築す

るため、東京都医療人材登録データベー

スを活用して職員を派遣 した医療機関等

への支援等を実施する。

ケ 院内感染対策人材育成支援事業

感染管理認定看護師等の専門資格を有す

る医療人材の育成を行 う医療機関を支援

するとともに、認定看護師等が不在の病

等において感染管理の指導的役割を担う

院内感染対策リーダーを養成する。

コ 感染症入院患者医療費等の公費負担

感染症法に基づき、陽性患者が感染症指

定医療機関等で受ける医療に要する費用

について、公費負担する。

サ 新型コロナウイルス感染症専用医療施設の

運営

新型コロナウイルス感染症専用施設を、

多摩総合医療センターの病棟(旧 都立府

中療育センター)と して運営する。

百 万円

247

95

1,037

51

百万円

0

0

0

0

百 万円

247

95

1,037

51
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)臨 時の医療施設等の確保

ア 酸素 ・医療提供ステーションの設置 ・運営

軽症患者等を受入れ、酸素投与や中和抗

体薬治療等を実施する施設型の酸素 ・医

療提供ステーションを運営する。

イ　 TOKYO入 院待機ステーシ ョンの運営

入院治療が必要にもかかわらず、入院待

機となった患者を一時的に受入れる施設

を確保し、酸素投与や投薬治療が可能な

医療機能を強化した宿泊施設を運営する

(5)宿 泊療養 ・自宅療養体制の確保

ア 宿泊施設活用事業

ホテル等の宿泊施設を活用 し、軽症等の

新型コロナウイルス感染症患者に対して

健康管理や酸素投与、中和抗体薬治療等

を実施するための療養環境を確保する。

百 万円

14,674

14,176

498

103,413

83,021

百万円

0

0

0

0

0

百 万円

14,674

14,176

498

103,413

83,021
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 自宅療養の適切な実施に向けた支援

保健所等との連携体制を確保 し、新型コ

ロナウイルス感染症の自宅療養者に対す

る適切かつ効率的な健康観察と生活面で

の支援を実施するとともに、自宅療養者

が安心して療養生活を送れる体制を構築

する。

ウ 診療 ・検査医療機関による健康観察等支援

陽性判明後に自宅療養となった者に対し

し、速やかな健康観察を実施するため、

保健所及びフォローアップセンターに加

え、地域の医療機関等の協力による健康

観察業務を実施する。

百 万円

17,548

2,844

百万円

0

0

百 万円

17,548

2,844
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)保 健所支援体制の強化

ア 患者移送体制の確保

医療機関や保健所に新型コロナウイルス

感染症患者を適切に搬送するため、民間

救急事業者や保健所陰圧草箒を活用し、

患者移送体制を確保する。

イ 保健所支援体制の強化

東京都保健所支援拠点における会計年度

任用職員の活用や保健所業務の一部の外

部委託化などにより、保健所業務の負担

軽減を図る。

ウ 保健所のデジタル化推進

保健所が感染拡大時においても疫学調査

や健康観察等の業務を円滑に実施するた

め、デジタルを活用した業務の一層の効

率化を図る。

百 万円

2,522

537

1,822

163

百万円

0

0

0

0

百 万円

2,522

537

1,822

163
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(7)新 型コロナ ウイルスワクチン接種体制の整備

ア 新型コロナウイルスワクチン接種体制の整

備

新型コロナウイルスワクチンの副反応に

ついて、都民からの電話相談に対応する

窓口の設置や、接種医等からの相談に対

応する専門医療機関の確保等を行 う。

イ 新型コロナウイルスワクチン接種促進支援

事業

区市町村が実施するワクチン接種を促進

し、希望する方への迅速な接種を実現す

るため、集中的にワクチンの個別接種に

取り組む地域の診療所等に対 して協力金

を支給する。

ウ 大規模接種会場における新型コロナウイル

スワクチン集団接種事業

ワクチン接種を希望する方への接種を迅

速に行 うため、都が主体となって都内複

数箇所に大規模接種会場を設置し、ワク

チンの集団接種を行 う。

工 新型コロナウイルスワクチン職域接種促進

支援事業

新型コロナウイルスワクチンの効果的 ・

効率的な接種を進める観点から、中小企

業や大学等が実施する職域接種を支援す

る。

百 万円

30,760

1,251

6,498

21,783

1,025

百万円

0

0

0

0

0

百 万円

30,760

1,251

6,498

21,783

1,025
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 新型コロナ ウイルスワクチン接種促進キャ

ンペーン事業

都民等のワクチン接種を後押しするため

特設サイ トを通じたワクチンに関する正

しい知識等の情報提供を行 うとともに、

ワクチン接種記録を登録できるアプリを

活用した取組等を展開する。

(8)中 和抗体薬治療の促進

感染拡大時にも患者に対し適時 ・適切に中

和抗体薬を投与可能な体制を整備 し、往診

で中和抗体薬治療を実施する医療機関を支

援するとともに、中和抗体薬投与の対象と

なる患者を早期 ・確実に治療に繋げるため

コールセンターの設置及び患者搬送を実施

する。

百 万円

203

3,005

百万円

0

0

百 万円

203

3,005
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(9)区 市町村に対する支援

ア 区市町村 との共同による感染拡大防止対策

推進事業

都と区市町村が共同で行 う連携の仕組み

に参画する区市町村に対 し、当該自治体

が地域の実情に応じて集中的に実施する

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止に向けた取組に係る経費を支援する。

イ 新型コロナウイルス感染症区市町村緊急包

括支援事業

国の新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金を活用する区市町村に対し、

都が交付を受けて行 う間接補助事業に要

する経費を計上する。

百 万円

3,429

2,500

929

百万円

0

0

0

百 万円

3,429

2,500

929
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

9地 域福祉 の推進等

(1)民 生 ・児童委員活動 の推進

活動費

区市町村会長1人1.月14,300円

会 長1人1月9,200円
一 般1人1月8

,800円

協議会活動支援費1人1.月1,200円

協議会特別強化費1人1年700円

会長協議会費1人1月600円

(2)心 と情報 のバ リアフ リーに向けた普及推進

誰 もが心 のバ リアフ リー を実践、実感 で き

る とともに、多様 な手段 に よ り必要な情報

を容易 に入手 でき る社会 を実現す るた め、

普及啓発等 を実施す る。

と うき ょ うユ ニバ ーサル デザイ ンナ ビの

充実 と普及啓発

バ リアフ リー情報 のオープ ンデー タ化

等

(3)心 のバ リアフ リー サポー ト企 業連携 事業

心 のバ リアフ リーの推進 に向けて、従業員

へ の普及啓発 の実施 な ど、心のバ リア フ リ
ー に 自ら取 り組 む とともに、都 や区市町村

の取組 に協力す る企業 を 「心のバ リア フ リ

ーサ ポー ト企業」 として登録 し
、その取組

状況 を公表す る。

(新)

(4)公 共 トイ レへ の介助用大型ベ ッ ド設 置促進 事

業

公共 トイ レへ の介助用 大型ベ ッ ドの計画的

な設置 に取 り組 む区市 町村 を支援 す るこ と

で、公共 トイ レのバ リア フ リー化 を一層推

進す る。

百万円

1,275

規 模

(10,375人)

25

12

規 模

(150社)

50

百 万円

1,249

(10,361人)

30

12

(150社)

0

百万円

26

(14人)

△5

0

(0社)

50
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)住 居喪失不安定就労者 ・離職者等サポー ト事

業

住居喪失不安定就労者や離職者等に対し、

生活相談、居住相談、就労支援及び介護資

格取得支援等を実施 し、安定した居住、生

活の確保を図る。

(6)受 験生チャレンジ支援貸付事業

学習塾費用、大学 ・高校受験料等を捻出で

きない低所得者に対して貸付を行い、低所

得者世帯の子供を支援する。

対 象 者 中学3年 生、高校3年 生等

所得制限3人 世帯(一 般)の 場合

世帯年収概ね441万 円以下 等

(7)ひ きこもりに係 る支援事業

ひきこもりの状態にある者やその家族に対

する相談窓口の設置や早期のニーズ把握 ・

早期支援に繋げるための普及啓発を行 うと

ともに、身近な地域において切れ目のない

支援体制が整備されるよう区市町村を支援

する。

百 万円

2,378

5,750

規 模

(35,386人)

222

百 万 円

2,231

1,128

(9,367人)

106

百 万 円

147

4,622

(26,019人)

116
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

10路 上生活者の自立支援

(1)自 立支援センター事業

路上生活者に対し就労と生活の自立に向け

た指導等を行い、地域で安定した生活を営

めるよう支援する。

実施主体 都及び区

負担割合 国庫補助を除き都1/2区1/2

(2)巡 回相談事業

路上生活者に対 し、その起居する場所で面

接相談を行い、各種施策の活用を助言する

とともに、自立支援センター退所者等に対

して再び路上生活に戻らないよう相談助言

を行 う。

実施主体 都及び区

負担割合 国庫補助を除き都1/2区1/2

(3)支 援付地域生活移行事業

路上生活が長期化、高齢化 した者に対し、

本人の状況に応じた適切な福祉施策につな

ぐ支援を行 う。

実施主体 都及び区

負担割合 国庫補助を除き都1/2区1/2

百万円

1,451

規 模

(5か 所)

108

規 模

(5か 所)

122

規 模

(5か 所)

百万円

1,475

(5か 所)

120

(5か 所)

122

(5か 所)

百万円

△24

(0か 所)

△12

(0か 所)

0

(0か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

11福 祉 人材 の確保

(1)介 護人材確保対策事業

急速 な高齢化 と生産年齢人 口の減 少が見込

まれ るこ とか ら、将来 を見据 えて介護 人材

の安定的 な確保 を図 る。

①職場体験事業1,000人

②介護職員資格取得支援事 業900人

③介護職員就業促進事業1,200人

(新)

(2)介 護 の仕事就業促進事業

イ ンター ンシ ップか らマ ッチ ング、就業、

定着 までを一貫 して支援す ることに よ り、

求職者 と求人事業所双方 のニーズに応 え、

未経験者 の介護分野へ の入職 ・定着 を促進

す る。

(新)

(3)介 護職員処遇改善支援事業

介護職員 を対象 に、賃 上げ効果 が継続 され

る取組 を行 うことを前提 と して、処遇 改善

を行 う介護事業所 に対 し、必 要な経費 を支

援す る。

百 万円

2,193

542

規 模

(1,000人)

16,630

百 万 円

1,502

0

(0人)

0

百 万 円

691

542

(1,000人)

16,630
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)介 護職員奨学金返済 ・育成支援事業

事業者が介護業務未経験で常勤の介護職員

の奨学金返済相当額を手当として支給する

場合に要する経費の一部を支援することで

介護人材の確保定着を図る。

(5)介 護職員宿舎借 り上げ支援事業

介護従事職員の宿舎借 り上げ支援を行う介

護事業者に対して、その経費の一部を補助

する。

実施主体 ①福祉避難所の指定を受け

けるなど、災害住宅を確

保する介護事業所

②①以外の介護事業所

補助基準額1戸 当た り.月82,000円

負担割合 ①都7/8、 事業者1/8

②都1/2、 事業者1/2

百万円

144

規 模

(660人)

2,581

規 模

(6,847戸)

百万円

128

(600人)

950

(2,344戸)

百万円

16

(60人)

1,631

(4,503戸)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)介 護職員 の宿舎施設整備支援事 業

介護職員等 の宿舎整備 を行 う介護 事業者 に

対 して、そ の経費 の一部 を補助 す る。

実施主体 福祉避難所 の指 定 を受 け、

災害住宅 を確保 す る介護 事

業所

補助基準額1㎡ 当た り163,800円 、

又 は187,400円

負担割合 都1/3、 事業者2/3

(7)東 京都 区市 町村介護人材対策事 業費補 助金

区市町村 が取 り組む介護人材 対策 への支援

を行 うこ とに よ り、地域社会 を支 える介護

人材 の確保 ・定着 ・育成 を図 る。

補 助 率3/4

補助単価20,000千 円/区 市 町村

百万円

44

規 模

(2件)

310

百万円

16

(3件)

310

百万円

28

(△1件)

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)介 護現場改革促進事業

介護サー ビスを効率的かつ継続的に提供す

るため、設備整備や人材育成等、生産性向

上に向けて取 り組む介護事業者への支援を

行う。

デジタル機器導入促進支援

補助率3/4

基準額347万 円等

次世代介護機器導入促進支援

補助率3/4等

基準額134万 円等

人材育成促進支援

組織 ・人材マネジメント

生産性向上の意識啓発

個別相談

機器の活用 ・定着に向けた支援

人材育成に向けた支援

(9)介 護事業者の地域連携推進事業

小規模介護事業者が安定的に事業運営し、

介護サービスを継続的に提供できるよう、

地域の介護事業者の連携体制を構築するた

めの取組を行 う区市町村を支援する。

百万円

1,987

規 模

(250か 所)

(180か 所)

(1,000か 所)

30

百万円

995

(250か 所)

(50か 所)

(1,000か 所)

30

百万円

992

(0か 所)

(130か 所)

(0か 所)

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(10)介 護現場におけるハラスメン ト対策事業

介護事業者に対するハラスメント対策説明

会の実施や介護職員向けのハラスメント相

談窓口の設置等を行い、介護現場における

ハラスメン ト対策を推進する。

(11)東 京都福祉人材センターの運営

社会福祉サービスに対する理解と関心を高

め、東京労働局との連携等により、福祉人

材の育成や福祉分野への就業援助を行うと

ともに、社会福祉事業従事者や経営者の相

談に応じ、必要な援助を行 う。

(12)東 京都福祉人材情報バ ンクシステムによる情

報発信

事業者の職員募集や職場環境等に関する情

報、都 ・区市町村の資格取得等に関する支

援策等の情報を提供する東京都福祉人材情

報バンクシステム 「ふくむすび」の再構築

を実施し、機能拡充を行 うことで、利便性

や情報発信力の強化を図る。

(13)福 祉の仕事イメージアップキャンペーン事業

若年層を中心に幅広い世代に対して福祉の

仕事の魅力を発信するキャンペーン等を実

施し、福祉人材の裾野拡大を図る。

(14)働 きやすい福祉 ・介護の職場宣言情報公表事

業

都が、働きやすい職場づくりのガイ ドライ

ンを作成し、それに準拠した職場づくりを

行い 「働きやすい福祉 ・介護の職場宣言」

を行 う福祉 ・介護事業所の働きやすさに関

する情報を公表する。

百万円

16

369

150

35

54

規 模

(615法 人)

百万円

18

360

95

35

54

(571法 人)

百万円

△2

9

55

0

0

(44法 人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(15)訪 問看護ステーション事務職員雇用支援事業

福祉現場の勤務環境の改善と高齢者の雇用

促進を図るため、実務経験を有する高齢者

等をクラーク人材として雇用する訪問看護

ステーションを支援する。

(16)訪 問看護人材確保育成事業

高齢者の在宅療養を支える訪問看護サービ

スの安定的な供給を実現するため、訪問看

護師の確保 ・育成 ・定着を図る。

(17)訪 問看護ステーション代替職員確保支援事業

訪問看護師の勤務環境の向上のための支援

策を行 うことにより、訪問看護サービス量

の確保と質の向上を図る。

研修派遣による代替職員確保

産休 ・育休 ・介休による代替職員確保

(18)新 任訪問看護師育成支援事業

訪問看護未経験の看護師を雇用 し育成を行

う訪問看護ステーションに対 し、教育体制

の強化を図るための支援を実施 し、看護職

員の勤務環境の向上及び定着を図る。

百万円

24

規模

(26か 所)

70

19

22

規模

(43人)

百万円

26

(34か 所)

71

19

29

(60人)

百万円

△2

(△8か 所)

△1

0

△7

(△17人)
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12医 療費助成事業

(1)心 身障害者(児)医 療費の助成

実施主体 都

対 象 者 身体障害1・2級(内 部障害3

級含む)、 知的障害1・2度 及

び精神障害1級

(65歳以上の新規対象者 を除く.)

所得制限 扶養親族なしの場合

本人年収概ね518万 円以下

(国の特別障害者手当の所得制限

額に準じる。)
一部負担 高齢者の医療の確保に関する法

律に準じた一部負担

(低所得者は食事療養標準負担額

等以外を助成)

(2)ひ とり親家庭等医療費の助成

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

対 象 者 ①ひ とり親家庭の母又は父及び

児童

②父母のいない児童及びその児

童の養育者

所得制限 扶養親族2人 の場合

年収概ね412万 円未満

(国の児童扶養手当の所得制限額

に準じる。)

補 助 率2/3
一部負担 高齢者の医療の確保に関する法

律に準じた一部負担

(低所得者は食事療養標準負担額

等以外を助成)

百万円

16,533

規 模

(105,957人)

994

規 模

(45,564人)

百 万円

16,211

(106,165人)

1,021

(47,545人)

百万円

322

(△208人)

△27

(△1,981人)
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(3)乳 幼児医療費の助成

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

対 象 者 義務教育就学前の乳幼児

所得制限 扶養親族3人 の場合

年収概ね960万 円未満

補 助 率1/2
一部負担 食事療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

(4)義 務教育就学児医療費の助成

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

対 象 者 義務教育就学児

所得制限 扶養親族3人 の場合

年収概ね960万 円未満

補 助 率1/2
一部負担 通院1件 当た り200円

食事療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

(新)

(5)高 校生等医療費の助成

子育て支援の充実のため、高校生相当年齢
への医療費助成制度の開始に向けた区市町

村等の準備経費を補助

百 万円

3,491

規 模

(181,874人)

3,609

規 模

(240,120人)

700

百 万 円

3,591

(188,790人)

3,613

(242,908人)

0

百 万 円

△100

(△6,916人)

△4

(△2,788人)

700
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(5)大 気汚染健康障害者医療費の助成

ア18歳 未満

実施主体 都

対 象 者 都内に引き続き1年(3歳 に満

たない者は6か 月)以 上住所 を

有 し、医療保険各法が適用にな

る者

所得制限 なし

対象疾病 気管支ぜん息、慢性気管支炎、

ぜん息性気管支炎、肺気しゅ
一部負担 食事療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

イ18歳 以上(東 京大気汚染訴訟の和解 に基づ

く事業)

実施主体 都

対 象 者 都内に引き続き1年 以上住所 を

有 し、医療保険各法が適用にな

る者(喫 煙者 を除く。)

所得制限 なし

対象疾病 気管支ぜん息
一部負担 月額6

,000円

食事療養標準負担額

生活療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

百万円

1,711

83

規 模

(1,700人)

1,628

規 模

(43,333人)

百 万円

1,700

90

(2,253人)

1,610

(46,133人)

百万円

11

△7

(△553人)

18

(△2,800人)
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(6)都 単独制度による助成

主な対象r特 殊医療

精神通院

一般不妊治療(再 掲)

被爆者の子

難病医療

ウイルス肝炎

重度肝硬変 ・肝がん

＼ 小児精神障害者

(7)国 制度に基づ く助成

主な対象r繍 樋 院

難病医療

特定不妊治療(再 掲)

小児慢性疾患

ウイルス肝炎

重度肝硬変 ・肝がん

＼ 精神措置入院

百 万円

7,079

規 模

(31,121人)

(439,650件)

(延

10,040人)

(延

36,550人)

(309人)

(1,504人)

(149人)

(860件)

67,318

規 模

(4,917,788件)

(100,493人)

(延

17,064人)

(6,700人)

(8,256人)

(121人)

(3,867件)

百 万円

6,875

(29,709人)

(406,643件)

(延

8,870人)

(延

32,570人)

(579人)

(1,677人)

(16人)

(936件)

67,691

(4,783,170件)

(108,240人)

(延

22,702人)

(7,000人)

(8,763人)

(22人)

(3,916件)

百万円

204

(1,412人)

(33,007件)

(延

1,170人)

(延

3,980人)

(△270人)

(△173人)

(133人)

(△76件)

△373

(134,618件)

(△7,747人)

(延

△5,638人)

(△300人)

(△507人)

(99人)

(△49件)
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13国 民健康保険事業

(1)特 別区に対する補助等

(2)市 町村に対する補助等

(3)国 民健康保険組合に対す る補助

(4)国 民健康保険新制度移行支援事業

百 万円

84,707

38,898

4,729

193

百 万 円

84,413

37,934

4,740

1

百万円

294

964

△11

192
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14後 期高齢者医療制度に係 る都負担金等

後期高齢者医療制度に関連して、都の負担金等

を支出する。

実施主体 東京都後期高齢者医療広域連合

(都内の全区市町村が加入)

対 象 者 ①75歳 以上

②65～74歳 で一定の障害がある者

後期高齢者医療給付費等負担金

高額医療費負担金

保険基盤安定負担金

健康診査事業

百 万 円

142,788

規 模

(1,472,734人)

(1,618,119人)

(951,660人)

(853,891人)

百 万 円

138,138

(1,453,855人)

(1,673,717人)

(940,804人)

(837,324人)

百 万円

4,650

(18,879人)

(△55,598人)

(10,856人)

(16,567人)
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15国 民健康保険事業の財政運営

(国民健康保険事業会計)

(1)保 険給付費等交付金

区市町村が負担する療養の給付等に要する

費用等

(2)後 期高齢者支援金

後期高齢者医療制度における後期高齢者の

医療費の一部等に係る、社会保険診療報酬

支払基金への納付金等

(3)介 護納付金

介護保険制度における介護の給付及び予防

給付に係る、社会保険診療報酬支払基金へ

の納付金

(4)国 民健康保険財政安定化基金支出金

区市町村において財政収支の不均衡が生じ

る場合に、不足額を貸付 ・交付するための

経費

(5)国 民健康保険財政安定化基金積立金

国民健康保険財政安定化基金への積立を行

う経費

百 万円

837,762

167,174

78,690

1,900

196

百 万 円

825,256

168,344

73,724

1,900

4

百 万 円

12,506

△1,170

4,966

0

192
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(新)

16東 京都立病院機構への負担

都民の健康の維持及び増進に寄与するため、地

方独立行政法人東京都立病院機構に対し、行政

的医療の安定的かつ継続的な提供をはじめ、高

度 ・専門的医療の提供及び地域医療の充実への

貢献に向けた取組等を推進できるよう必要な経

費を負担する。

(新)

17都 立病院における最先端がん治療の方向性に関す

る調査

がん対策の現状及び最先端がん治療の方向性に

について、データ収集など必要な調査を行 う。

(新)

18東 京都立病院機構に対する貸付金

(地方独立行政法人東京都立病院機構貸付等事業

会計)

地方独立行政法人東京都立病院機構に対して、

施設整備に要する資金の貸付を行う。

(新)

19公 債費会計繰出金

地方独立行政法人移行前に発行した都債の償還

を行 う。

(新)

20病 院施設整備

大塚病院及び荏原病院の施設整備を行 う。

百 万円

36,463

30

6,788

7,885

3,553

百万円

0

0

0

0

0

百 万円

36,463

30

6,788

7,885

3,553
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